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午前１０時００分 開議 

  ─────────────────── 

開 議 宣 告           

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） 皆さん、おはようござい

ます。 

 ただいまの出席議員数は１８名です。定足数

に達しておりますので、会議は成立いたしま

す。 

 ただいまから、令和４年第３回七飯町議会定

例会を開会いたします。 

  ─────────────────── 

町 長 挨 拶           

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） 日程に入る前に、今期定

例会の招集に当たり、町長より挨拶の申出があ

りますので、これを許可いたします。 

 杉原太町長。演台でお願いいたします。 

○町長（杉原 太） 議員の皆様、おはようご

ざいます。 

 本定例会の開会に当たりまして、一言御挨拶

申し上げます。 

 本日は、令和４年第３回七飯町議会定例会を

招集申し上げましたところ、議員の皆様に御参

集を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 さて、３年ぶりに行動制限を伴わないお盆休

みとなったこの夏ですけれども、新型コロナウ

イルスのより感染力の強いＢＡ.５による、第７

波となる感染者数が高止まりとなっている状況

です。 

 現在、北海道におけるＢＡ.５対策宣言が９月

３０日まで延長され、医療の 迫と感染の拡大

を防ぐ取組を実施しているところです。 

 医療の 迫を防ぎ、感染拡大防止と社会経済

活動の両立を図るため、町民の皆様には改めて

３密回避、適切なマスクの着用、手指消毒など

の基本的な感染予防対策を引き続きお願いする

とともに、新型コロナウイルスワクチン接種に

より、重症化を抑える対策への御協力をお願い

しております。 

 また、８月８日、１１日、１６日と断続して

発生した大雨では、時間雨量で２０ミリを超え

た地域もあり、町道や林道等で道路洗掘や土砂

流出などの被害がありました。早急に災害復旧

させていただくため、専決処分による補正予算

などで対応させていただきましたので、よろし

く御審議いただき、承認賜りますようお願い申

し上げます。 

 次に、本定例会に提出いたします議案は、同

意２件、承認１件、条例の制定１件、条例の一

部改正２件、補正予算６件の議案９件、諮問３

件、報告４件と認定７件の合計２６件でござい

ます。詳細につきましては、担当課長より御説

明申し上げますので、よろしく御審議いただ

き、議決賜りますようお願いを申し上げまし

て、御挨拶とさせていただきます。 

  ─────────────────── 

 日程第１ 

  会議録署名議員の指名 

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） 日程第１ 会議録署名議

員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員として、 

１０番  坂 本   繁 議員   

１１番  澤 出 明 宏 議員   

以上、２議員を指名いたします。 

  ─────────────────── 

 日程第２ 

会期の決定 

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） 日程第２ 会期の決定を 

議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 本定例会の会期は、本日から９月２２日まで

の１７日間といたしたいと思いますが、これに

御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（木下 敏） 御異議なしと認めます。 

 よって、本定例会の会期は、本日から９月２

２日までの１７日間と決定いたしました。会期

予定表は、お手元に配付のとおりであります。 

  ─────────────────── 

諸 般 の 報 告           

  ─────────────────── 
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○議長（木下 敏） この際、諸般の報告を行

います。 

 地方自治法第１２１条の規定により、本会議

に出席を求めた説明員は、その職・氏名を印刷

して、お手元に配付のとおりであります。 

 次に、閉会中の議会の動向については、議会

動向報告として、お手元に配付のとおりであり

ます。また、町政動向報告についても、お手元

に配付のとおりであります。 

 以上で、諸般の報告を終わります。 

  ─────────────────── 

 日程第３ 

  議会運営委員の選任 

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） 日程第３ 議会運営委員

の選任を行います。 

 議会運営委員については、委員会条例第６条

第４項の規定では、議長が会議に諮って指名す

ることとなっております。 

 なお、今回の選任は欠員によるものでありま

す。 

 お諮りいたします。 

 議会運営委員に上野武彦議員を指名したいと

思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（木下 敏） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいま指名いたしました上野武彦

議員を議会運営委員に選任することに決定いた

しました。 

  ─────────────────── 

 日程第４ 

  出納検査報告 

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） 日程第４ 出納検査報告

を議題といたします。 

 監査委員の報告を求めます。 

 神﨑監査委員。 

○監査委員（神﨑和枝） 例月出納検査報告。 

 ９月定例会に報告いたします例月出納検査に

つきましては、５月、６月、７月分の３か月分

です。５月分につきましては６月２７日、２８

日、２９日、３０日、６月分につきましては７

月２５日、２６日、２７日、２９日、７月分に

つきましては８月２３日、２５日、２６日、３

１日に行っております。 

 会計課長及び上下水道課長より提出されまし

た諸帳簿類の額と現金及び預金等の金額が釣り

銭を除いた額と一致しており、計数上の誤りが

なかったことを御報告いたします。 

○議長（木下 敏） これより、質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（木下 敏） 質疑を終わります。 

 以上で、本件は報告済みといたします。監査

委員、お疲れさまでした。 

 以上で、出納検査報告を終わります。 

  ─────────────────── 

 日程第５ 

  一般質問 

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） 日程第５ 一般質問を行

います。 

 通告順に発言を許します。 

 江口勝幸議員。 

○１４番（江口勝幸） それでは、通告に従

い、２問質問させていただきます。 

 １問目から。 

 七飯町内の新型コロナウイルス感染症急拡大

への対応について。 

 全国的に非常に感染力の強いＢＡ.５と呼ばれ

る新型コロナウイルス感染症、第７波の影響

で、７月中旬あたりから現在に至るまで、新型

コロナウイルスの新規陽性者が急増し、七飯町

内でも同様の現状にある。 

 北海道の公表資料によると、７月３日から９

日までの七飯町内新型コロナウイルス感染症の

新規陽性者数は９名だったが、翌週の７月１０

日から１６日までは７３名にまで増えており、

１週間で約８倍の数になっている。一月後の７

月３１日から８月１３日までは、７月上旬の３

３倍に当たる２９７名の新規陽性者の数が報告

されており、七飯町内でも急激に新型コロナウ

イルス感染症が拡大していることが感じ取れ

る。 
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 また、直近の翌週の８月１６日までの新規陽

性者が２４４名と、このように七飯町内でも第

７波の影響で、新規陽性者や濃厚接触者が急激

に増加し、町内の医療機関でも発熱外来やＰＣ

Ｒ検査場での診察待ちの患者で人があふれか

えっており、感染拡大が止まらない状況であ

る。 

 暑さの厳しい今の時期は、熱中症の対策をし

ながら感染防止を行わなければならない状況の

中で、マスクを外すことすら厳しいほど新型コ

ロナウイルス感染症が広まっており、熱中症の

リスクも上がってしまう悪循環が続いている。 

 町内の学校や幼稚園、保育園を初めとした教

育関連施設でも、円滑に行事やイベントを行え

ない状況になり、児童生徒や園児及び教育関係

者、そして保護者にも見えない不安とストレス

で体調を崩しかねない現状を踏まえて、町長の

所見を３点お伺いしたい。 

 １、町内での検査施設及び発熱外来を実施し

ている病院の数と、町民に対してどのような周

知が行われているのか。 

 ２、就学児童や保護者のコロナ禍における不

安やストレスに対するカウンセリング等の連携

は、どのような対策が行われているのか。 

 ３、台風などの災害時に新規陽性者及び高齢

者や独り暮らしの町民に対し、町はどのような

対応策を打っているのか。 

 以上、３点です。 

○議長（木下 敏） 健康推進課長。 

○健康推進課長（岩上 剛） それでは、１点

目についてですが、町内での検査施設について

は９か所、発熱外来実施医療機関は７か所と

なっております。 

 また、町民への周知については、コロナ禍当

初より、町広報紙や町ホームページを初め、国

や北海道が公告するメディア等において既に取

り組まれているものであり、町民におかれまし

ても発熱の症状や濃厚接触の可能性、渡航履歴

がある方などは渡島保健所に問合せをして、検

査の必要性及び対処方法等において指導を受け

ていただく流れとなってございます。 

 そのほか、コロナ禍においては、体調不良の

方などが不安を抱え、どこに相談し、どのよう

に病院受診したらいいかなど、電話による問合

せも保健センターにおいて受け付けている状況

であり、保健師による情報提供も随時行ってい

ることから、現時点においては、多くの町民の

方に浸透されているものと思ってございます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（川崎恵子） 私からは、未

就学児童も含めた子育て世帯への対応について

お答えします。 

 令和４年３月に報告されました国立成育医療

研究センターが行ったコロナ×こどもアンケー

トの結果の中で、子どもの声として、「外遊び

の機会が少ない」「同世代での交流が少ない」

「大人との交流が少ない」という声が多くあ

り、また、保護者の声としては、「気軽に話せ

る人がいない」「生活が制限されている」とい

う声が多かったとあります。 

 これらを踏まえて、子育て支援センターで

は、保護者や子どもとの交流機会を増やすた

め、昨年度は中止や縮小していた事業につい

て、今年度は感染対策を行いながら、相談事業

や子育てサロンの自由開放などを実施しており

ます。 

 また、保育園や認定こども園等での行事につ

いても、昨年度より保護者参加の規模を拡大し

て実施しており、保護者間の交流や子どもたち

の楽しみの場を確保しております。 

 大中山保育所については、昨年度中止となっ

たクラス面談と個人面談を実施し、特に個人面

談では、保護者が直接保育士に相談できる機会

となっております。 

 子育て支援課では、引き続き関係機関と連携

しながら、子育て中の保護者に寄り添い、相談

しやすい体制を確保してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 学校教育課長。 

○学校教育課長（柴田 憲） それでは、２点

目についてお答えしてまいります。 

 現在、七飯町立学校においては、文部科学省
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により、新型コロナウイルス感染症に対応した

持続的な学校運営のためのガイドラインを基

に、学校運営を行っているところです。 

 その中でも教育委員会として、ポストコロナ

時代における新しい状態であるニューノーマル

において、子どもたちの学びを保障するため、

子どもたちが楽しみとしていた運動会や学校祭

などの各種行事について、形態や内容を変えな

がら実施してきているところでございます。 

 日頃から、児童生徒の心身の状況の把握や心

のケアにつきましては、新型コロナウイルス感

染症に起因するストレス、いじめ、偏見等に関

し、相談窓口である「２４時間こどもＳＯＳダ

イヤル」を周知しているほか、学級担任や養護

教諭を中心としたきめ細やかな健康観察等によ

り、児童生徒の状況を把握し、健康相談の実施

やスクールカウンセラーによる、心理面からの

支援等で対応しているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 情報防災課長。 

○情報防災課長（庭田昌輝） それでは、３点

目についてお答えいたします。 

 まず、災害時における新型コロナウイルスに

よる自宅療養者の対策ですが、町では、自宅療

養者の円滑な避難及び避難時における適切な感

染症対策を実施するため、令和４年２月に、新

型コロナウイルス感染症に係る自宅療養者避難

対応マニュアルを作成しております。このマ

ニュアルの中で、避難先の指定や避難所での対

応などを詳細に定めており、感染症拡大時にお

いて災害が発生した際には、このマニュアルに

沿って対応していくこととになります。 

 具体的には、決められた避難所及びエリア内

で生活すること。マスク着用や手指消毒、施設

の消毒の徹底、健康状態の確認などを、このマ

ニュアルにおいて定めております。 

 次に、高齢者や独り暮らしの町民への対応策

ですが、町では、昨年度より避難行動要支援者

に係る個別避難計画の作成を進めております。

これは、災害時の避難行動に支援が必要な方々

を町が把握し、各町内会や民生委員などと協力

しながら、そのような方々へのサポート体制

を、個別にあらかじめ定めておくものです。 

 現在は、要支援者の把握まではおおむね完了

しており、今後、その方々の個別計画の作成を

本年度中を目指して進めているところでござい

ます。 

 ３点目については、以上です。 

○議長（木下 敏） 江口勝幸議員。 

○１４番（江口勝幸） １番目の質問です。 

 町内の検査施設等々についてなのですけれど

も、今、電話で対応、あと、インターネット、

広報と言いましたけれども、今、インターネッ

トが使えない方がいらっしゃる、使い方が難し

い方がいらっしゃる中で、病院を求めていくと

いうことがとても難しい状況です。 

 自分の耳に入った内容なのですけれども、保

健センターに電話を入れて、病院の名前を教え

てもらったというのがあるのですけれども、

行ってもそこは駄目だった。何回も何回も繰り

返して伝えられてきたのです。自分では、たら

い回しになったような不安感、熱が出て調子が

悪い方なので、そういう人たちに対して、真っ

すぐ向けられる方法のやり方というものは、何

かないのかということを確認したかったので

す。 

 函館市内に連絡すると、検査受付というのを

してもらえない。土日、祝というのは、どうし

ても七飯町内の病院で受け付けてもらえなかっ

たことが多かった。今は多分、現状、違う部分

はあると思うのですけれども、情報をうまくつ

かめない方々が多いので、見やすい形で、外来

がどのようになっているかということを、ま

ず、検査施設については、分かりやすい形で伝

わるような方向性はないかということで、お伺

いしたい。 

 学校でのカウンセリング等の話なのですけれ

ども、それに関しては、令和２年の２月あたり

からコロナウイルスというのははやり初めて、

幼稚園児や保育園などの子どもたちに関して、

小学１年生もそうですけれども、物心がついた

ときからマスクの状況が続いているものですか

ら、子どもたち、児童たちになると、不安でマ

スクを外すことすらできない状況になっている
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ということが、まず、見て分かる範囲なのです

けれども、マスクを外す習慣がないというの

が、子どもたちの中で出ている状況なので、そ

のあたりのカウンセリング、親子共々状況が分

かって、家族で不安を取り除くという策を取っ

ているかどうかというのも確認を取りたかった

のです。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 健康推進課長。 

○健康推進課長（岩上 剛） それでは、お答

えしてまいります。 

 １点目について、インターネットをお使いに

なれない方ですとか、どのように問合せをした

らいいのか、コロナ感染が始まった当初は、そ

のような、どこに電話したらいいの、誰に聞け

ばいいのかという問合せで、保健センターのほ

うにも情報が、問合せがあった状況なのですけ

れども、一般的にコロナ禍の中においては、窓

口を一本化するということで、渡島保健所を介

していただいて、自分の体調の状況だとか、ど

こどこに行ってきた、渡航履歴があるとか、

ちょっとお出かけしてきたとか、そういう情報

をかき集めて、保健所のほうで、それであれば

保健センターのほうに電話をして、コロナの疑

いがあるものだから発熱外来を紹介してもらっ

てくださいというような流れで、うちのほうで

は、先ほど検査施設については９か所ですが、

発熱外来は７か所と、病院名、薬局等を御紹介

させていただいているという状況です。 

 また、広報紙にも毎月、コロナ情報というこ

とで、今はワクチン接種に係る情報のほうが手

厚い内容になっていますけれども、そちらのほ

うでも、今、コロナで３年くらいたつものです

から、皆さんもコロナの疑いがあったのであれ

ば、保健センターに聞いてみようか、役場に聞

いてみようか、そういう流れが一般的になって

おりますので、そのような形で日々対処してい

る状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 学校教育課長。 

○学校教育課長（柴田 憲） 今、マスクをし

ている状態が非常に長くなって、それを不安で

外せないということについてのケアについてお

答えしてまいります。 

 現在、マスクが当たり前になった状況という

のは、子どもたちに限らず、大人の中でも、

今、マスクをするのが当たり前という状態でご

ざいます。報道等でも、子ども、大人に限ら

ず、マスクを外すことに対する不安があるとい

う報道等も耳に入っているところでございま

す。 

 学校につきましては、通常、マスクはしてご

ざいますけれども、例えば体育ですとか部活の

とき、あとは、夏季、暑いときは熱中症が心配

されるときは外すしてもいいと指導していると

ころでございます。また、給食を食べるときに

ついてもマスクを外して食べていたり、常にマ

スクを強制しているような状態ではございませ

ん。基本的に、感染対策としてマスクの着用を

お願いしておりますけれども、状況によって外

してもよいというふうにしております。 

 心のケアについてですけれども、マスクに限

らず、今、コロナで臨時休業等が行われており

ます。その中で、例えば夏休みもそうなのです

けれども、戻るときに、子どもが休業明けとか

長期休業明けに不安にならないように、私ども

教育委員委員会として、校長会を通じて各学校

にそういった心のケアをお願いしているところ

でございます。 

 ほか、学校につきましては、スクールカウン

セラーという制度がございまして、各学校に随

時スクールカウンセラーが派遣されておりま

す。スクールカウンセラーにつきましては、保

護者の方の相談も受ける状態になっております

ので、そういったことで対応をしているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（川崎恵子） 先ほど、物心

がついたときからマスクをつけている子どもた

ちですとか、家族での不安を取り除くようなこ

とはしていますかという御質問がありましたの

で、そちらについてお答えしていきたいと思い

ます。 
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 コロナが始まったときに生まれたお子さんで

すとか、１歳のお子さんというのは、３歳にな

るまでずっとマスクをしている大人たちの顔し

か見ていないと言えるのです。そういう子ども

たちが大きくなったら、一体この子たちはどう

なるのだろうという、そういう不安もあると思

うのです。 

 今、働くお母さんも増えていますので、例え

ば保育園とかでは、保育士たちが意識をして、

声で喜びですとか楽しさとか、そういうことを

伝えるような努力をしているところでございま

す。なので、子どもたちを取り巻く大人もマス

クをしながらでも、一生懸命子どもたちの喜怒

哀楽を呼び起こすような関わりをしているとい

うところで、私たちも見守っていきたいと思っ

ております。 

 あと、家族での不安を取り除くというところ

なのですけれども、７月から子育て支援課のほ

うに児童相談係ができましたので、そちらのほ

うでは、どのような小さな相談でも受け付ける

というか、御連絡いただけるように体制を強化

しておりますので、相談があれば気軽にお電話

いただければと思っております。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 江口勝幸議員。 

○１４番（江口勝幸） １問目、終わります。 

 それでは、２問目に移らせていただきます。 

 七飯町スポーツセンター及び町民プールの改

築について。 

 七飯町スポーツセンターは、昭和４８年に建

設されてから、スポーツを通じ、町民にとって

憩いの場や交流の場であり、また、災害時に

は、町民の命を守るための避難場所として、長

年にわたって多くの人々に使用され続けてきま

した。 

 現在、４９年間使用され続け、老朽化が進ん

だスポーツセンター及び町民プールの今後の改

築について伺いたい。 

 １、令和４年度の七飯町教育行政方針、第

４、生涯学習の推進、（６）生涯スポーツの推

進の中で、スポーツセンターと町民プールの両

施設の改築及び新体育館施設に向け検討という

内容であるが、今現在の進行状況についてお伺

いしたい。 

○議長（木下 敏） スポーツ振興課長。 

○スポーツ振興課長（高橋雅貴） それでは、

スポーツセンター及び町民プールの改築につい

てお答えいたします。 

 スポーツセンター及び町民プールの建て替え

については、第５次七飯町総合計画の後期計画

に基づき、令和７年度までに着手することと

なってございます。 

 御質問にありますスポーツセンター及び町民

プールの改築に向けての進行状況ですが、新体

育館基本構想の策定に向けて、町民のスポー

ツ・レクリエーション活動への意見や要望を把

握するために、スポーツセンター利用者や各町

内の競技団体に対し、新体育館の建設に関する

アンケート調査を今月から実施しております。

令和５年度には、基本構想、基本計画を策定し

てまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 江口勝幸議員。 

○１４番（江口勝幸） 今は、場所等もそうで

すけれども、決まった形はないという、進めて

いる状況で、今月から情報を集めてという形で

やるという方針、その流れが分かり次第、御報

告いただけるという形で。 

○議長（木下 敏） スポーツ振興課長。 

○スポーツ振興課長（高橋雅貴） 基本構想策

定に向けて、アンケート調査等の結果がまとま

りましたら、また議員の皆様にもお知らせした

いと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○議長（木下 敏） 通告順に発言を許しま

す。 

 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） それでは、通告に従いま

して、大綱４問、質問させていただきますの

で、お願いいたします。 

 １問目であります。 

 耕作放棄地や放置山林と市街化調整区域内の

放置土地についての質問であります。 

 北海道は縄文時代に始まり、蝦夷地と呼ばれ
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ていた時代には、先住民アイヌ民族との交易を

初め、開拓使が置かれてから１５０年を超えて

いる。この間に、先人の方々の並々ならぬ労苦

をいただき、現在の繁栄を享受しているまでに

なりました。 

 しかしながら、近年は人口減小問題に的確な

対策を打てぬまま、少子高齢化や過疎化に加速

させている現状は非常に残念なことであり、先

人の方々には想像もできない事態であろうと思

われます。子孫の繁栄を信じ、血と汗を流して

きたこの土地を我々は次世代へしっかりと引き

継がなければ、先人たちに顔向けができないと

の思いから、次の点についてお伺いをいたしま

す。５点あります。 

 １点目、耕作放棄地や放置山林の現状につい

てお伺いをいたします。 

 ２点目、現状について、町が考える今後の具

体策についてお伺いします。 

 ３点目、かつて分譲販売された市街化調整区

域内の放置土地の現状についてお尋ねをいたし

ます。 

 ４点目、この放置土地の原野化が付近住民の

生活に支障を来していることに対して、町が今

行える具体策と今後の対策についてお尋ねをい

たします。 

 最後、５点目、所有者の分からない土地や山

林を国庫に納める制度、相続土地国庫帰属法な

どが新設・運用されますが、これらのことに併

せて自治体ができることについてお尋ねをいた

します。 

○議長（木下 敏） 農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（赤石 旭） １点目と

２点目に対して答弁させていただきます。 

 １点目、耕作放棄地の現状についてですが、

農地法第３０条に位置づけて、毎年、農業委員

会事務局と農業委員及び農地利用最適化推進委

員で農地パトロールを実施し、耕作放棄地の現

状を把握しております。 

 令和３年度の遊休農地面積については約１３

万８,０００平米となっています。 

 ２点目、今後の具体策ですが、１点目で御説

明いたしました、毎年行っている農地パトロー

ルの結果を耕作放棄地の土地所有者に対して、

農地の適正管理の依頼文書の送付や借受農業者

のあっせん調整等、相談受付等の周知を行って

おります。 

 また、空き農地情報バンクの周知も行ってお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 農林水産課長。 

○農林水産課長（村上宏樹） １点目、２点目

について答弁させていただきます。 

 １点目、放置山林の現状ですが、現在、約５

４０名を対象に調査を行っております。平成３

０年に森林経営管理法が施行され、森林所有者

は、その権限に属する森林について、森林所有

者の責務として、適切に森林の維持的管理を行

うことが明確化されたところです。 

 この法律に基づき、平成３１年４月から森林

経営管理制度が施行され、適切な経営管理を実

施していないと思われる人工林所有者に対し、

森林所有者団体と連携し、意向調査を始めてお

り、令和２年度から順次行っておりますが、以

降１５年間をめどに、人数を区切って、さきに

申し上げました約５４０名を対象に調査を行う

こととなります。 

 ２点目ですが、令和３年度までで１８０名に

ついて調査を行ったところ、約８０名から回答

があり、これまでどおり所有者による経営管

理、森林整備の委託を検討や売買を希望してい

るといったものなどとなります。 

 具体としては、効率的な森林の施業となるよ

う、森林所有者団体の経営計画に入っていない

場合は、そちらに誘導や森林を土地ごと所有す

る意向のある民間事業者に紹介するなどの対応

が考えられます。 

 今後も引き続き、所在不明者の探索などを含

め、調査を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） ３点目と４点目

につきまして、いわゆる空き地の環境保全の状

況としてお答えをさせていただきます。 
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 町では、空き地の環境保全に関する条例に基

づき、雑草等が繁茂し、交通の支障や害虫発生

など、生活環境を損なう原因となる空き地につ

いて、その管理者に対して草刈りの実施等の案

内をし、適正な管理がなされるよう努めている

ところであり、また、空き地の管理不全に対す

る苦情につきましても、町が現地を確認、空き

地の管理者へ文書や電話連絡もしくは直接面会

の上、草刈りなど適正な管理を依頼するなどの

対応を行っているところであり、引き続き生活

環境の保全に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 総務課長。 

○総務課長（中村雄司） ５点目についてでご

ざいますが、国において実施を予定し、町とし

ても多くの部署に関わることから、総務課から

御答弁申し上げます。 

 所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制

の見直しに関する関係法令の施行が来年４月か

ら段階的に予定されております。 

 これまで所有者不明の土地は、相続登記がさ

れないことなどにより発生しており、これに

は、相続登記の申請は義務ではないことなど、

幾つかの背景にございます。このため国では、

民法等の一部を改正する法律や相続等により取

得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律

を制定し、所有者不明土地等の発生予防と利用

の円滑化の両面から総合的に見直しを行ったと

ころでございます。 

 見直しの内容は、民法や不動産登記法の一部

改正など多岐にわたり、中でも、これまで義務

ではなかった相続登記が義務化されることとな

ります。施行は、令和６年４月１日からとなっ

ており、登記申請義務の履行期間内である３年

以内に、正当の理由がなく、登記申請義務に違

反した場合は、１０万円以下の過料の適用もあ

る内容となっております。 

 また、質問にありました土地所有権の国庫へ

の帰属に関する法律の部分である、いわゆる相

続土地国庫帰属制度につきましては、相続また

は移動により、土地の所有権を取得した相続人

が行う制度で、令和５年４月２７日から施行さ

れることとなっております。 

 相続人等が土地を手放して国庫に帰属させる

ことを可能とする制度であることから、相続人

等が法務局へ国庫に帰属する申請を行い、要件

審査により承認が下りれば、申請者は１０年分

の管理費用である負担金を納付して、国庫に帰

属するといった流れとなります。 

 自治体でできることとのお尋ねでございます

が、この制度改正は、民事による内容が多いこ

とから、町ができることには限りがあり、町民

の皆様に当制度を周知することが重要であると

認識しております。 

 現在、法務局からの周知依頼もございまし

て、役場庁舎住民課の総合窓口や各出張所窓口

で制度のチラシを設置し、ポスターを掲示する

ほか、死亡手続等で窓口に関係者が訪れた際に

は、チラシを手渡しするなどしており、引き続

き丁寧な周知を心がけてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） ありがとうございます。 

 以前から相続できなくて困っている土地の問

題は、前にも一度ほど質問させていただいてい

ますけれども、１問目から再質問させていただ

きます。 

 ほとんど進展がない状況になります。１点目

というより、全部含めての話になるかと思うの

ですけれども、実は、前に質問したときは、山

林と言いました。まち中のことは余り想定をし

ていない質問をさせていただきました。 

 ところが町なかでも相続されない土地という

のはかなりでてきています。それが今度、空き

家が特定空き家になったりとかすると。そうす

ると、一体誰が対処するのだという問題が出て

きていますので、これは相当しっかりと自治体

がどういう方針でいくかということを、腹をく

くってやっていかないと、５年、１０年たつ

と、潰れて隣の家に寄りかかるだとか、こうい

う事態もあちこち、ほかの自治体では出てきて

います。七飯町の場合はまだそこまでの事例は

起きていないようですけれども、この辺、総合

的に、今までの経緯は分かりましたけれども、
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もう一歩進んだ考えを、どういった準備をして

いくのか、そういうお考えがあるのでしたら、

全部含めてトータルで、町長から答弁いただけ

ればと思っています。 

 それと、具体でちょっと聞きたいのですけれ

ども、土地所有者不明土地の利用の円滑等に関

する特別措置法というのが今年の２月に閣議決

定されております。これは、特に東北の災害が

起きた後処理に非常に、誰のものか、亡くなら

れてということが前提だったのでしょうけれど

も、その土地に手を出せないという事態を解決

することも含めた閣議決定なのですか、この中

に、災害等の発生防止に向けた管理の適正化と

いう法律の概要の中に解説が、国交省の中に書

かれているのです。 

 この文面の中には、「市町村長による代執行

等の制度を創設するとともに、民法上利害関係

人に限定されている管理不全土地管理命令の請

求権を市町村長に付与する」と書いているので

すけれども、どうなのでしょうね、これ。どう

いったふうに対処していくお考えなのか、

ちょっと具体的に答えていただきたいと思いま

す。 

○議長（木下 敏） 総務課長。 

○総務課長（中村雄司） まず、１点目の総合

的な部分の答弁とさせていただきますけれど

も、まず、今回の背景には、やはり相続登記が

進まないというところで、個人の財産につきま

しては、やはり個人が確実に管理をしていただ

くということが基本に、法制度が改正されてご

ざいます。 

 まず、町のできることといたしましては、今

回、そういった制度が改正されましたというこ

とを広く町民にお知らせしていくことが重要と

思ってございますので、引き続き住民課の窓口

等でお知らせをしてまいりたいと思ってござい

ます。 

 そして、２点目についてでございますが、先

ほど質問ございました所有土地利用円滑化に関

する措置法の一部改正の法律案でございます

が、こちらは、実際はまだ施行になってござい

ません。これからの施行となってございます

が、私どももまだ情報収集に努めているところ

でございます。 

 今、情報を持っている内容といたしまして

は、災害等の発生防止に向けた管理の適正化と

いうことでは３点ございまして、まず１点が、

勧告・命令・代執行制度ということで、引き続

き管理が実施されないと見込まれる所有者不明

土地等については、周辺の地域における災害等

の発生を防止するためということでございます

ので、周辺の影響が大きなものに関してという

ことだと思われますが、市町村長による勧告・

命令・代執行制度を創設されたというところで

ございます。 

 こちらの詳細につきましては、まだ判明して

ございませんので、必要に応じて、例えばどこ

が危険だというものがあって、必要であればそ

ういった措置も、緊急時のためにも有効な手続

なのかなと思ってございます。 

 そのほかについては、２点目、管理不全土地

管理制度に係る民法の特例、そして３点目につ

いては、管理の適正化のための所有者探索の迅

速化ということで、三つございますので、こち

らも併せて、今後、情報収集に努めてまいりた

いと思ってございます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） 実は、私が住まいしてい

ます中野地区は、函館市と我々が住んでいる間

に市街化調整区域というのがありまして、昔は

いい畑だったのですけれども、これを四十何年

か前に分譲販売したのです。いずれ家が建てら

れるものだと思って買った人たちが、ほとんど

買った値段は今の状況と変わらないような値段

で買ったのですけれども、家は建てられない

と。それで、道路の整備も当然できていないで

すし、相続しない方がたくさんいて、３０年、

４０年たつと、例えばニセアカシアの木とかが

１５メートルから２０メートルぐらいの高さに

なりつつあると。これまた、今年どうしたこと

かすごい白い花が咲きまして、風とともに飛ん

できて、道路をちょっとほうきで掃く程度では

収まらないぐらいの吹きだまりができたりだと
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か、こういうことで困っているのです。この辺

の詳しい話は、後ほど同僚議員の質問にも

ちょっとかぶりますので、この程度の現状があ

るということをまず１点。 

 それで、対策のしようがないということは承

知の上での再々質問になりますけれども、例え

ば、一応私どもは町内会として、環境課に地主

さんを調べてくれと。それから、もし連絡がつ

くのであれば、地主さんの意向もついでに聞い

てくれというお願いをしまして、雑木林のよう

になっているところの半分くらいは連絡が取れ

て、それで、町なり町内会のほうで木を切って

くれるなら、御自由にやってくださいという返

事だったものですから、何本か切って、切った

はいいのですけれども、かなりの労力がかかる

ものですから、これはやっぱり町内会の対応で

は難しいかなという体験をしております。 

 例えば町のほうで予算をつけていただいて、

町内会なんかである程度、本当に支障のあるも

のを、もし支障木としてやってくれるのであれ

ば、金額的なお手伝いしましょうとか、そうい

うことが考えられるのかどうか。これ本当に差

し迫った問題の地区もありますので、再々答弁

をお願いしたいと思います。 

 それと５点目のことで、代執行ができる権利

を市町村長に付与するという前提が書かれてい

て、確かに御答弁でありましたけれども、災害

等の発生防止に向けたということですから、

よっぽど危ないところは市町村長が代執行でき

るということになりそうだということなのです

けれども、決まってから、では調べようとかで

はなくて。国の方針はそういうことですから、

同じ土地所有者不明のところで、直ちに何かし

なければ駄目なレベルとか、何年か後までには

処置しなければ駄目だとか、ある程度ランクづ

けといいますか、そういうことを考えた調査、

こういうことをしておく必要があると思うので

す。 

 それと、例えば草、木、これは二、三年たつ

と全然大きさ高さが変わってきますから、余り

もたもたしていられないということもあります

ので、ぜひ速やかな対応を考えていただいて、

法的措置が確定した場合には、調査の結果にも

よりますけれども、直ちに代執行をやるだと

か、そういう準備をする必要があるかと思いま

すけれども、この辺について再度、答弁を求め

たいと思います。 

○議長（木下 敏） 町長。 

○町長（杉原 太） 平松議員の今のそういう

ような現状の話、そういう部分を含めて、今現

在は、少子高齢化社会の部分がどんどん進んで

いくと、そういうような問題も、土地の所有者

が不明の部分というのは出てくるかと思いま

す。今現在、そういうものを見越して、国のほ

うでは、そういう法律の整備をしているという

ことだと考えております。 

 七飯町としては、これまでも土地の管理が行

き届いていないところだとか、特に市街化区域

の場合は、市街化区域ということで、草刈り条

例のほうを徹底してやっているのですけれど

も、それ以外の市街化区域外については、地域

からの苦情、生活環境の悪化という部分で、そ

ういう場所を町のほうで所有者を、地域の皆さ

んとも協力して所有者を捜して、そして連絡先

が分かったところには、近くの場合は直接行く

なり、あるいは電話するなりしておりますけれ

ども、結構遠くに所有者がいるという場合もご

ざいますので、そういう場合には、現場の写真

だとか、そういうものも含めて、連絡のついた

ところには、そういう状況をお伝えして、何と

か、自己所有の土地ですから、きちっとした財

産管理ということで扱ってくれるようにという

形で、環境生活課のほうでも各町内会とも意見

交換をしながら進めているという状況です。 

 また、今お話にもあったような家屋が古く

なって倒壊寸前のものだとか、特定空き家とい

う部分が少しずつ出てきているという状況に

あっては、数年前から特定空き家の解体助成金

の制度、国の制度もありますけれども、それを

活用して町でも実施をして、所有者を捜して、

御案内して、助成があるので解体してください

というようなお話しをして、説得をしながら、

７件ぐらい特定空き家を解体した実績が実際に

あるのです。 
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 しかしながら、まだまだ所有者が分からない

で、あるいは相続放棄しているとか、相続者が

分からないという部分もございまして、議員が

御指摘されているような物件は、これから先、

高齢化によって、それを相続する人がだんだん

少なくなってきますから、そういうものも出て

くる可能性が考えられます。 

 そういう意味では、今年度、我々も特定空き

家の部分で、いろいろ所有者を捜して、解体を

促してきた中で、御指摘されているように、所

有者が不明のものが結構出てきているという状

況もあって、それを対処するために、６月に補

正させていただきましたけれども、昭和５５年

以前まで、旧耐震化で建築された家屋、空き家

について、これは市街化区域に限定しています

けれども、その家屋の解体助成金を出しますと

いうことで、古くなってきたものを、相続人と

かが分かるうちに、まだ早いにうちに解決して

いこうという趣旨で、解体の補助金も予算計上

させてもらって、不動産屋とか建築業の方々に

御案内して、そういうような空き家の古い家屋

があれば、こういう制度でもって解体を促して

くださいというような話も今現在しているとこ

ろでございます。 

 そして、今後、そういう御指摘があったよう

に、まだまだそういうもの、あるいは家が建っ

ていますけれども、周りが草木で、きちっとし

た管理がされていないものもこれからも出てく

ると思いますけれども、そういう部分は、地域

の皆さんと担当のほうと相談をしながら所有者

を捜して、突き止めていって、なるべく民事の

上で解決していただくのを優先して進めていき

たいと思っております。 

 行政代執行という部分もありますけれども、

これは最後の最後の方法だと考えております。

行政代執行というのは、行政が代わりにそうい

う整理をして、その後、かかった経費を所有者

の方に御請求させていただくというものでござ

いますから、これは最後の最後、所有者が分か

らなければなかなか、お金だけ、事業費だけが

かかるという問題にもなりますから、そういう

部分を含めて、今後は、よりよい、住みよい環

境を目指していく部分は変わりありませんの

で、そういう意味で研究をしながら進めてまい

りますので、御理解いただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） 町長の答弁は有り難いの

ですけれども、どちらかというと建物ではなく

て、底地のほうの質問ですので、内容としては

間違っていないと思いますけれども、例えば人

の土地に自分の家が建っているという方は、そ

の家の責任があるでしょうけれども、今回、私

の質問というのは、底地をどうするかというこ

とを主眼を置いていますので、そこをずれない

ような、もし答弁がまだあるのでしたら、お願

いしたいと思います。 

 土地を最終的に町のものにできるという延長

線上には、法律になっています。町が町有地を

どんどん増やすということは、それだけまた管

理経費もかかりますから、それは困る話になる

かもしれませんし、逆に、もしかすると町がそ

の土地の利用価値を何か新しいものを見つけ

て、１０年くらいたってという前提条件があっ

たか、これも法律がきちんと施行するまでには

決定するでしょうけれども、先ほどの質問と同

じですが、そういうものが整った場合に、それ

からいろいろ勉強しようではなくて、例えばあ

の辺の土地、あれだけまとまっているのだった

ら、土地収用法という、そういう法律ではない

のですね。これはまた別の法律で、措置ができ

るということになって、１０年たって、どこか

らも何も言ってこなければ、そのまま町の土地

になりそうな話ですから、そういう準備もあら

かじめしておくと。準備といったって調査しか

ないでしょうけれども、ある程度こういうもの

とそういうものとに分けて対応していただかな

ければ、即行、動けないと思いますので、再

度、簡単でいいですから答弁をお願いしたいと

思います。底地の話です。 

○議長（木下 敏） 暫時休憩いたします。 

午前１１時００分 休憩 

───────────── 

午前１１時１０分 再開 



－ 14 － 

○議長（木下 敏） 休憩前に引き続き、再開い

たします。 

 一般質問を続けます。 

 平松俊一議員に対する答弁より入ります。 

 町長。 

○町長（杉原 太） 先ほどの質問にお答えし

てまいります。 

 相続土地国庫帰属法の関係で、今度、土地も

行政代執行というようなお話ですけれども、来

年度から施行されていくということで、まだ詳

細も詳しくは分かっていないということですの

で、開くまでも町に帰属にではなくて、国に帰

属するという制度でございますので、その部

分、国と地方自治体との関係もどういうふうに

なるのか、その辺含めて研究してまいりたいと

思っておりますので、御理解いただきたいと思

います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） １問目、終わります。 

 ２問目に移ります。 

 七飯町として、食料やエネルギー問題、物価

上昇などの対策についての質問であります。 

 今年の２月に始まったロシアによるウクライ

ナへの軍事侵攻に伴って、小麦やトウモロコシ

などの国際価格が急騰し、その影響が世界中の

あらゆる食品、飲料品に波及しております。日

本でも既に１万品、もう２万品といわれていま

すね、品目以上の価格上昇につながっていると

言われ、今後もさらなる家計負担が待ち受けて

いると思われます。 

 軍事侵攻とは関係のないところでも干ばつや

内戦、異常気象などで食料危機が深刻化し、石

油・ガスなどのエネルギー資源も当分の間は供

給不足が続くようであります。これらの問題、

ごく身近な生活圏の中から解決に向かう努力を

行うことは決して無駄にならず、むしろ国を支

える第一歩であると考えます。 

 そこで、１問目でも土地のことをちょっと質

問いたしましたが、こういうことと深く関わる

これらの問題について、町長の考えを伺いたい

と思います。６点あります。 

 １点目は、地産地消、これ進めていますけれ

ども、この考えについて改めてお聞きしたいと

思います。 

 ２点目、今後、町としての地産地消や家庭菜

園などの自家消費活動をさらに推進することに

ついて。 

 ３点目は、森林資源をローカルエネルギーの

一部にすることについて。 

 ４点目は、今後、町独自に食料の自給率を向

上させることについて。 

 ５点目は、今後、公共施設において木質系バ

イオマスエネルギー転換を推進することについ

て。 

 最後、６点目は、物価対策として町が行うべ

きことについてであります。よろしくお願いし

ます。 

○議長（木下 敏） 農林水産課長。 

○農林水産課長（村上宏樹） １点目、２点

目、４点目は関連しますので、まとめて答弁さ

せていただきます。 

 地域生産・地域消費として、地域で生産され

た農林水産物を地域で消費しようとする取組と

考えます。 

 日本の食料自給率は、令和３年度概算供給熱

量ベースで３８％となる中、七飯町が所在する

北海道の自給率は、令和２年度概算供給熱量

ベースで、既に１００％を超え、令和元年度よ

り１％向上し、２１７％となっております。我

が国最大の食料供給地域とも呼ばれておりま

す。 

 町内の主な生産物についても、農業者団体に

より「函館育ち」として販売され、北海道を代

表するブランド品となっております。 

 地産地消の推進、町独自の自給率の向上につ

いては、今後も引き続き安定した農畜産物の生

産と、日頃から町民の皆様に町内産の生産物を

活用していただくことが主なことになると考え

ます。 

 なお、庭先等を活用した家庭菜園について

は、自分で必要とするものをほかから求めず

に、自ら生産し、賄う、いわゆる自給自足であ

ることから、個々の判断に委ねることになろう
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かと考えます。 

 ３点目と５点目についても関連しますので、

まとめて答弁させていただきます。 

 まきやペレットなどの木質バイオマス燃料

は、その燃焼により、一時的に二酸化炭素が発

生しますが、伐採後の植林などにより、森林と

して生長する過程で再び樹木に吸収・固定され

ることから、大気中の二酸化炭素濃度に影響を

与えない特性を有していると考えます。 

 そのため、化石燃料の代わりに森林資源を活

用することは、地球温暖化にも貢献する資源と

考えます。木質バイオ燃料は、いわゆるカーボ

ンニュートラルの特性を有していると考えられ

ます。今後の公共施設におけるエネルギーとし

ては、施設更新時や新設時には、検討材料の一

つとしていきたいと考えます。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 学校給食センター長。 

○学校給食センター長（福永崇弘） １点目と

２点目について、併せて答弁させていただきま

す。 

 先ほど農林水産課長の答弁のとおり、地産地

消とは、地域で生産された農林水産物を地域で

消費しようとする取組で、町で実施しているも

のといたしましては、学校給食の食材として、

月２回のプレミアム七飯デーはもとより、ふだ

んの給食でも可能な限り地元食材を提供するよ

うにしております。 

 また、食育の観点からも栄養教諭が各学校に

おいて、食に関する指導を行っている中に、地

元の食材に関する授業も実施しており、児童生

徒が地域の自然・文化・産業等に関する理解を

深めるとともに、生産者の努力や食に関する感

謝の念を育む上で重要なことだと考えておりま

す。 

 今後も可能な限り地元の食材を使用した学校

給食を提供し、将来、子どもたちが七飯町産の

食材に対する理解者、消費者となるよう努力し

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 政策推進課長。 

○政策推進課長（花巻 亘） ６点目につい

て、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金を活用した事業に関してお答えをして

まいります。 

 これまで物価対策として、臨時交付金を活用

して、現在、３事業を予算化し、進めていると

ころであります。 

 また、臨時交付金の今後の見通しとしては、

８月１５日に開催された政府の物価・賃金・生

活総合対策本部会議におきまして、今後、地方

へ対して追加配分する旨、方針が示されたとこ

ろでございます。追加配分の詳細については、

現在、国から随時情報提供を待っている段階で

ございますので、その内容が判明次第、町とし

ても速やかに新たな物価対策を予算化して対応

してまいる所存でございますので、御理解を賜

りますようお願いいたします。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） それでは、再質問を行い

ます。 

 地産地消と家庭菜園という、地産地消という

のは、どちらかというと町の産業という観点で

の、今まで活動だったかというふうに理解をし

ております。 

 ただ、質問文でもうたっていますけれども、

世界的に食料自給率がぐんと下がる。それから

エネルギーの供給量も相当不安要素が多いとい

うことで、来年になったらどうなるかというこ

とは、およそ今まで我々が経験していない事態

に陥らないとも限らないと。余り実際に起こっ

ていないことを想定した話ばかりは、こういう

ところにどうなのかなという考えもあるかもし

れませんけれども、基本的に、今、日本の経済

力というのはどんどん後退し、それから、自給

率で３８％という数字がありましたけれども、

実際問題、我々は、先ほどの答弁にもありまし

たけれども、２００％を超えているような環境

にいるので、余り実感がないでしょうけれど

も、１日１食しか食べられないという数字で

す、自給率が３８％ということは。その辺を、

例えば北海道からどんどん今まで以上に日本国

内に出荷する、こういうことも考えられてきま

す。 



－ 16 － 

 そういうときに、１問目でも土地の問題を話

しましたけれども、実は私の家の周りで、函館

の方なのですけれども、奥さんたちのグループ

が家庭菜園をやり出しました。これは、家を建

てられない土地の地主の承諾を得てやっている

のですけれども、週に一、二回来て、楽しみな

がらやっていて、今度収穫祭を一緒にやろうと

誘われているのですけれども、グループでこう

いう活動をしますと、例えばナスだ豆だトマト

だと、ふだんみんながやっているものだけでは

なくて、余り聞いたこともない、見たことのな

いものを植えていて、これなんかおいしそうだ

から作ってみようとか、そういう広がりが見え

つつあるのです。 

 例えば家の周りにいろいろ空き地があったと

きに、個人でそれを耕したり伐根したり、そう

いうことを考えればなかなか進めませんけれど

も、町がそういうことに対するバックアップ、

例えば農協たとか、そういうところとタイアッ

プをし家庭菜園なんかを広く作って、町民の方

もしくは町民以外の方でもいいと思うのですけ

れども、利用を推し進められないかということ

をちょっとここでお聞きをしたかったのです。

これは食料の話です。 

 それからエネルギーの話です。これは私、何

回も聞いていますけれども、平成２３年１１月

に当町は、七飯町地域材利用推進方針というも

のをまとめています。こういうことに基づい

て、大中山小学校のことなんかも随分やり取り

させてもらっていますけれども、ここでははっ

きり、公共施設は木造で造る。それから暖房等

は木質系バイオマスボイラーだったか、木質系

バイオマス燃料だったか、ちょっと表現はあれ

ですけれども、そういうものを使うということ

をうたっているのです。平成２３年です。 

 これに該当するものというのは、一番最初に

造るったのが大沼のトルナーレのクラブハウス

でしたけれども、その後はさっぱり進んでいな

いと。木造ではなくて、内張に木材を少し使っ

ているという、お茶を濁す程度のことしかやっ

ていないのですけれども、先ほど同僚議員の質

問の中に、これからの公共施設のことを伺う質

問がありましたけれども、こういうことを前提

にやっていく。 

 町の６割以上は森林になっていますから、こ

れははっきりした考えを持っていくことが必要

だと。当然山の木を切ればそれを燃やす、そう

いうことにもつながっていきます。その辺、町

長も代わりましたし、これから何か今までとは

違う、前々からの町の方針ですから、どういう

お考えなのか、お尋ねをしたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

○議長（木下 敏） 農林水産課長。 

○農林水産課長（村上宏樹） １点目の質問で

ございますが、議員のおっしゃるとおり家庭菜

園では、そういった楽しみ方があろかと思いま

す。家庭菜園といいますと、営利を目的とせ

ず、育て楽しむこと、また、収穫して味わうこ

となどが主体として考えられます。議員のおっ

しゃるとおり、家庭菜園の特色は、店頭に出

回っていない野菜など、少量あればよい野菜な

どを作って、取れたての新鮮な野菜を味わうと

いったようなことでございますし、個人で楽し

むことですので、無農薬栽培などもできるのか

なというようなことを考えます。ただ、あくま

でも家庭菜園でございますので、個々の判断に

委ねながら、そういった空き地を利用しながら

楽しんでいただければなと考えます。 

 ２点目でございますが、先ほど申し上げまし

たように、木質バイオマス燃料はカーボン

ニュートラルの特性があると考えてございます

ので、今後も公共施設におけるエネルギーの一

つとして、そういったことを検討材料にしてい

きたいと考えます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） 答弁はいただきましたけ

れども、何も進展していない答弁になります。

何度か聞いています。木材の利用の推進方針、

これはつくっただけというのが現状です。これ

をきちんと町の骨格に置くような考えを持って

やっていかないと、どういう木をどういうふう

に使うかというのを、突然、ではやってみよう

かと言ったって決まる話ではないです。これは
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もう少し真剣な向かい方を求めたいと思うので

すけれども、町長、利用推進方針というのは

知っていると思うのですけれども、これからの

公共施設、やっていこうというお考えがあるか

どうか、まずこれ１点と。 

 それから、物価対策、先ほど答弁ありまし

た。国のほうから措置されて、それを予算化し

ていきたいと。それは当然そうでしょう、お金

が来るのですから。前は、地域で使えるクーポ

ン券、それから水道料金、下水道料金に充てる

だとかという話がありましたけれども、金額も

そこそこ分かってきているのでしょうから、ほ

かの自治体はどんどん具体策を打っていますの

で。何か町で、今言ったら困る問題であればし

ようがないですけれども、何か今、町民に教え

られるものがあるのであれば答えていただきた

いと思います。 

○議長（木下 敏） 町長。 

○町長（杉原 太） 木質バイオマス、道産材

の活用の部分を含めて、今、世界の状況が大分

悪くて、木材の供給も輸入が駄目だと、それか

らエネルギーのほうも、今こういう状態で値上

げがされているという中で、今後、道産材の活

用の施策が道の中でも行われてきているという

状況の中で、先ほどからおっしゃられている木

造の建築物、それからまた、木質バイオマスを

燃料とする暖房の仕組み、燃料という部分は、

木材は供給量などが今後増えてくる見通しもあ

ると聞いております。その状況を見極めなが

ら、供給量が安定してくれば、一つの燃料とし

て、ＳＤＧｓ、持続可能な社会を推進している

わけですから、そういうものを燃料の一つに組

み込みながら考えていきたいと思っております

ので、あくまでも供給量の問題と、それから価

格の問題もありますので、そういう部分を含め

てじっくりと研究してまいりたいと思っており

ます。 

 平成２３年に作った計画のほうも、実質的に

は、トルナーレのクラブハウスが木造の建物

で、公共事業で建っていますけれども、それ自

体も、今後もその経験を生かして、次に道産材

の供給量が安定してきて、十分七飯町のほうに

も入ってくるようであれば、燃料の一つとして

考えていきたいと考えていますので、御理解い

ただきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） 最後に１点だけ、物価対

策とかはこれから出てくるのでしょうから、こ

れ以上の質問はしない。 

 木材に関することで、こういうものを聞いて

いる方にも改めて話しておきたいことがあるの

ですが、例えば山に１００本の木があります。

１０年たっても１００本は１００本なのです。

ところが１０年の間に１０本、例えば間引きを

するだとか何とかってやったら９０本になりま

す。それで山の木が減ったかといったら、体積

は増えていますから、１０年たつのですから、

幹も伸びれば太くもなれば、枝葉の量も相当増

えます。山全体にある木材の体積という考え方

をすれば、時間がたてばたつだけ増えていって

います。だから、増えていく分だけ切って利用

していれば永遠に続くということなのです。こ

ういう前提でぜひ対応していただきたいと思う

のですが、どうですか、町長。 

○議長（木下 敏） 町長。 

○町長（杉原 太） 今、国も道もそういう方

針を、国内産の木材の活用として振り替わって

きていますから、そういう意味では、今、議員

がおっしゃるとおり、きちっとした森林の整備

を行っていって、体積をそういうふうに管理し

て、有効な木材を１本１本、品質の高いものを

作っていくというような社会情勢に変わってき

ていますので、そういうものも生かして考えて

いきたいと考えておりますので、御理解願いた

いと思います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） ２問目終わりまして、３

問目に移ります。 

 大中山小学校の暖房費についての質問であり

ます。 

 平成２３年に大中山小学校の改修計画が動き

出し、平成２５年７月には、教育委員会が策定
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した大中山小学校改築整備事業基本計画、この

中で、省エネルギー化、自然エネルギーの活用

などが図れる、あるいはランニングコストの縮

減を図るために、光熱費の縮減を行える施設整

備をするとしておりましたが、現状は当初の予

算を大きく超えた暖房費が支払われておりま

す。 

 この問題に関しましては、教育委員会は、昨

年の民生文教常任委員会でも質問され、私も何

度か本会議でこの質問をしたところであります

が、いまだにはっきりした説明責任が果たされ

ていないように感じます。このような状況が放

置されていること自体が大いに問題であり、教

育長の任期満了に伴う前町長からの再任提案に

対しては、私を含めた８人の議員が反対し、議

長裁決によって再任されたところでありまし

た。 

 そこで、この暖房費に関して、次の点につい

て伺います。４点あります。 

 体育館の床暖房に関する設計条件や最終設計

資料の提出を２年以上にわたって開示しないこ

とについての質問であります。 

 ２点目は、当初計画されました大中山小学校

改築整備基本計画から大きく逸脱して予算執行

が続いているにもかかわらず、原因究明を直ち

に行わなかったことについての質問でありま

す。 

 ３点目は、ランニングコストの縮減を図るた

めに、光熱費の縮減を行える施設整備をすると

の計画からはかけ離れた現状の事態解消に向け

た対策、これについての質問であります。 

 最後は、設計会社等に対する調査を直ちに行

うべき事案が発生したときの対応が遅れたこと

に対する教育長、町長の責任についてお尋ねを

いたします。 

○議長（木下 敏） 教育総務課長。 

○教育総務課長（俉楼 司） まず、１点目か

ら３点目まで関連がありますので、併せてお答

えいたします。 

 町が所有する大中山小学校体育館の床暖房に

関する設計時の資料については、令和３年９月

開催の令和２年度決算審査特別委員会において

資料要求があり、町が所有する資料を提出し、

説明申し上げたところでございます。 

 御質問の前段にあります、平成２５年７月に

策定した大中山小学校整備事業基本計画では、

大中山小学校改築の基本的な考え方として、学

校施設の性能や機能が充実した学校づくりの項

目の中で、省エネルギー化、自然エネルギーの

活用などが図られた施設整備を行う。ランニン

グコストの縮減を図るために、光熱水費の縮減

や施設維持管理等のメンテナンスのしやすさに

も配慮し、施設の長寿命化を図れる施設整備を

行うとしております。 

 御質問にあります原因究明については、令和

３年７月９日開催の民生文教常任委員会におい

て、また、その後、９月の令和２年度決算審査

特別委員会時において、令和３年度の冬期に調

査を実施し、報告することを申し上げてまいり

ました。 

 この調査において、学校での温度管理状況を

確認したところ、体育館利用開始当初は、体育

館と旧校舎を仮設の渡り廊下で接続しておりま

したが、この廊下からの冷気の流入のため温度

設定を高くしており、この温度設定のまま引き

続き利用していたことが判明しました。 

 そのため、調査機関においては、学校環境衛

生基準、町内他の小学校の温度を参酌の上、体

育館の適正な温度を１７度として温度管理を行

うこととしたところでございます。 

 現在、コロナウイルス感染症対策のため、必

要に応じて有圧換気扇による換気を行っている

など、当初条件と整合しない項目があり、設計

との比較は難しいところでございますが、設計

時との比較をすると、電気料では、設計時９万

４１６キロワットに対し、調査時１１万３０８

０キロワットで、１.２５倍。電気料金では、設

計時１６２万９,３６８円、調査時２０１万４,

９１６円で、約１.２４倍の結果となっておりま

す。町としては、この調査により、電気料の高

額となる原因の一部を解明できたと捉えており

ます。 

 しかしながら、この間、電気料金が設計と比

較し高いまま使用し続けたことについては、コ
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ロナ禍などの要因があったとしても、利用開始

時、全校舎の完成後などの節目、また、議員の

皆様からの指摘のあった際、速やかに状況把握

の上、対処できなかったことについては反省す

べきところでございます。 

 ４点目でございます。今夏の調査において

は、現状の利用を確認したところ、温度設定が

体育館の利用当初から高く設定され、運用され

ていたことから、温度の適正管理を行うことを

調査の主目的として取り組んでまいりました。

調査の結果から、電気料金の縮減が図られたこ

とは一定の成果と捉えております。 

 ただし、現在、コロナウイルス感染症対策を

行いながら利用となっており、設計時の条件と

乖離していることから、同一条件で比較できな

いことを御理解いただきますようお願い申し上

げます。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） この暖房費の問題は、コ

ロナで換気したり窓を開けたりとか、そういう

ことで灯油代とかが予算よりも大分増えるので

はないかと思ったところ、そっちは値段の想定

よりも安く推移したということで、昨年の話で

すよ、追加はなかったのですけれども、大中山

小学校の電気代だけは追加予算が請求されて、

それで、なぜなのだというところから、こうい

う問題になってきています。 

 そのときからの話なのですけれども、説明は

確かに分かるのですけれども、一番聞きたい

ベースになる話が出ていないので、今回また、

私、しつこく聞かせてもらうのですけれども、

基本計画の中で、縮減をするということは、何

に対しての縮減だったのですか。 

 例えば旧校舎で八百何十万円、光熱費がか

かっているという説明を１回受けていました。

それが新校舎になったら千八百何十万円になる

というので我々はびっくりしたのです。例えば

元の校舎、旧校舎をベースに考えて、安くする

という話ではなくて、我々町民に分かりやすい

説明、当初、教育委員会が考えたのは、こうい

う内容、こういう数字だと、それが大きくなっ

たり、いろいろな要素で、結果的にはそういう

数字になっていますけれども、効率からすれば

旧校舎よりずっといいのですとか、そういう説

明を受けると分かるのですけれども、それが足

りていないというのがまず１点。 

 それと、電気を使ったと、この方式につい

て、私はちょっと納得できない。なぜかという

と、軍川小学校や七飯中学校、それから大沼の

婦人会館というのは電気暖房をしていました。

今まで、電気暖房はもうやめなければいけない

という声をこの場で何度か聞いている記憶があ

るのですけれども、正式な発表だったのかどう

か分かりませんけれども、なのに今回また電気

を取り入れている。結果的に想定した額よりも

相当高い支払いが３年間にわたって続いている

と。この辺の電気を取り入れた理由、一応資料

を頂いていて、その三つの中で比較すると、ラ

ンニングコスト含めて安いという説明が出てい

ますけれども、長寿命化計画で、学校は８０年

使うという計画で町はいるのですから、電気暖

房だって８０年間一切何もしないで使えるかと

いったら、それはそうではないと思うので、資

料としてはちょっとていが足りないのではない

かと思います。 

 それと、基本計画、我々に分かるようなもの

が出ていない。それは、三つの中から選びまし

たということなので、町としては独自に、何か

今までの電気暖房した結果とかを調査した上

で、まだ電気暖房をやっても大丈夫だという調

査なんかが果たしてあったのかどうか。基本計

画の中でどういう調査、討論、そういったもの

があったのか、あったとすればお聞きしたい。 

 先ほども言いましたけれども、旧校舎ベース

であれば、これは分かりやすいのです。その

辺、何と比べての話なのかということを説明し

ていただきたい。 

 いまだに基本的な対比できるベースになるも

のが開示されない。この間、全員協議会では、

ちゃんとそろえて発表したいということになっ

ていますので、もしこの場で、出ているのであ

ればお聞きしたいし、間に合わないのであれば

別の機会でまた、調査をしたいとしていますけ

れども、その資料の資料集めというのか、現状
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はどうなっているのか、お知らせください。 

 言ったのは２年ぐらい前なので、それが今ま

で出ない理由、併せて教えてください。 

 ２点目は、５年にわたって校舎を造っていく

という、基本計画に基づいて体育館を造り、北

と南と進んでいったわけです。そのたびに１,０

００万円近いにお金をかけて渡り廊下を造った

り何なりという。ちゃんと設計に基づいて仮設

工事が進んでいます。当然仮設のものとつな

がっているところは冷気が流れ込むということ

は当たり前だと思うのですけれども、そういう

対策がなされないまま、どうせ１年間だからい

いだろうみたいなことで、１００万円単位のお

金が追加で払われたと。この辺が計画の進め方

として正しかったのか、ちょっと落としていま

したという話なのか、その見解を聞かせてくだ

さい。 

 それと、民生文教で電気代の積算の内容に修

正がありますという資料を出していただきまし

た。大きいところでは、１４０万円ぐらい間

違っていましたと。実はトイレの電気暖房を体

育館の電気だと思ってお知らせしたものですか

らという説明だったと思うのですけれども、担

当課長は、もともとの人ではないから詳しいこ

とは分からないでしょうけれども、少なくても

この区域の電気代は、設計がこれで、それに向

けてちゃんと管理していくとか、学校側に説明

するとか、ここの人たちがそれを理解していな

いといけないと思うのですけれども、請求書が

来たから払っていたというのは、これはどうな

のかと思いますので、修正が出てきたというこ

とがどうなのか、それもお聞きしたいと思いま

す。 

 それと、話戻りますけれども、もともと木質

系バイオマスとプロパンと蓄熱式と、一番高い

コストだというふうに教育委員会が認めている

ものを採用しているのですけれども、基本計画

の文章と合致するのですかね。先ほども言いま

したけれども、安価なものにするという表現は

ないですけれども、節減するという言葉を使っ

ていて、あのときは３０年間のコストを予想し

た上で、一番高い方針に決めたと。ところが、

そこを私が質問しましたら、ＣＯ２、硫黄酸化

物、そういったものの排出が少ないというの

で、多少高いのですけれども、この方式でいき

ますという説明だった。 

 ところが今回、大中山中学校で暖房が、一ブ

ロックが灯油のボイラーに変わるという説明を

この間されましたけれども、何か違うのではな

いのかと。教育委員会の方針は、これから学校

暖房はプロパンでいくのか、電気でいくのかと

思ったのですけれども、また灯油に戻るのです

か。その辺のつじつまが合わないような気がい

たします。こういったことに対して、大分時間

かかっています。町長、教育長、自分たちの責

任というものをお感じであれば答弁いただきた

いと思います。 

○議長（木下 敏） 教育総務課長。 

○教育総務課長（俉楼 司） それでは、順に

御説明をしてまいりたいと思います。 

 まず、基本計画の際に、自然エネルギーを活

用するとか縮減をするとかというような計画を

つくってございます。これにつきましては、学

校を整備する際に、基本的な考え方を示したも

のでございます。それに沿って学校を整備して

きたということでございますけれども、まず、

旧校舎の電気料と今の学校、新しくなったとき

の電気料の比較ということで申し上げますと、

旧校舎での電気料だけではなくて、灯油だとか

電気だとか、光熱費ということの比較を私ども

のほうでしてございます。それを平米当たりの

単価ということで出してございますけれども、

それでいくと、平成２８年は、旧校舎でありま

すけれども、９４２円でございます。１平米当

たりの単価ということでございます。これに対

しまして、令和３年については、１,４３２円と

いう単価となってございます。高くなっている

ということでございますけれども、令和３年

度、ほかの学校との比較をいたしますと、７校

ありますが、平均としては、１,７００円程度の

平均でございます。一番安いのが七重小学校が

一番安いのですけれども、大中山小学校につい

ては、その次に安い単価の設定となってござい

ます。新しい校舎を造るときに省エネルギー、
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そこら辺の縮減と、電気料等の縮減という考え

方でございますけれども、基本的には、その考

え方に沿って建物を造ってございますけれど

も、ただし、旧校舎のときはなかったような、

例えば廊下の暖房だったり、今回説明させてい

ただきましたトイレの暖房等については、新し

い校舎に採用して、過ごしやすさと快適さとい

うところから、そういうものも採用してござい

ますので、燃料等については、旧校舎に比して

かかっているということでございます。 

 続いて、体育館で電気を採用したということ

のお話でございます。体育館の電気暖房を決定

いたしましたが、その際には、検討としては、

灯油方式の温風が出るタイプの暖房とガスの温

風が出る遠赤外線暖房というものと、今回の土

壌蓄熱式床暖房ということで、３種類の方法を

比較してございます。 

 この比較の際に、イニシャルコスト、設備投

資したときのコスト面と、あとは、３０年の燃

料費等のランニングコスト、また、設備の維持

管理に係る分をトータルして積算をして、経済

性の比較をしてございます。その中で電気料金

が一番安価であったということでございます。 

 また、先ほどの基本計画の中でも、小学校に

ついては避難所となり得る施設だということの

中で、体育館を避難所にする際に、土壌蓄熱式

の暖房方式が避難所にとってメリットがあると

いうことでございます。 

 それは、温風の方式については、使う前、１

時間ぐらい前から加温して使うというシステム

でございます。それに対しまして、土壌蓄熱式

の暖房につきましては、設定温度に対して、１

日中その温度になるように設定するということ

になりますので、例えば災害の中で電気が止

まったという中で避難所を開設するということ

になれば、温風方式になると、それから体育館

を暖めるということで、非常に電気がなければ

なかなか体育館内を暖めるというのは、例えば

ポータブルストーブ等を使用するしかないとい

うところでございますけれども、床暖について

は、そもそも暖かい状況にあるということか

ら、避難所としては優位性があるだろうという

ところでございます。 

 また、電気が、大体今のところの災害の中で

は、３日程度停電してもというところの中で、

温度はだんだん下がっていくのですけれども、

それでも３日程度は暖かさを維持できるという

ような優位性もあったことから、電気というこ

とで採用しているところでございます。 

 基本計画の中で電気暖房が示されていないと

いうことでございますけれども、基本計画で

は、一般的な体育館の電気暖房として、温風の

電気暖房を検討してございましたけれども、先

ほども申し上げた避難所としてのメリットがご

ざいましたので、選考する項目として、土壌蓄

熱式の暖房も検討に加えたところでございま

す。検討した結果、電気暖房の優位性があった

ということで決定したというところでございま

す。 

 また、資料の開示ということでございます。

昨年の９月の決算特別委員会時にも資料要求が

ございましたので、その際にも資料を提出して

ございましたけれども、なかなかその資料だけ

では説明し切れないというか、委員の皆様の必

要な書類というところで、それ以外の資料の要

求もあったということでございます。それは事

実として私たちも受け止めてございます。 

 今回、調査に当たっては、当然電気料が高い

ということを、現地、学校等を含めて、設計者

等を含めて、運用にまず問題があったのではな

いかという視点で調査をさせていただいたとこ

ろでございます。いろいろこの調査において、

設定温度が高かったということと、コロナでの

換気等もあったということで、高いところで

ずっと終始、今まで来てしまったというところ

でございましたが、そこら辺も含めて、今回の

調査、少し整理できたのではないかと思ってご

ざいます。 

 資料の開示の件につきましては、今、設計会

社のほうともやり取りをしてございまして、今

日、資料の提出はできませんけれども、本定例

会の中で資料を開示できるように進めてござい

ますので、御理解をいただきたいと思います。 

 続いて、体育館を使い出してから、その後、
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仮設の廊下というところで、そこの冷気の問題

があったということで、それが電気代に影響が

あったという説明をさせていただいたところで

ございます。仮設の廊下ですから、そこも断熱

のしっかりした造りではございませんので、ど

うしてもそういうような状況になっているとこ

ろでございます。その時々ちゃんと現場を確認

すれば、もう少し違った対応になったかもしれ

ませんけれども、そこもコロナ禍等いろいろ

あった中でずるずるになったというところにつ

いては、おわび申し上げたいと思うところでご

ざいます。 

 当初の体育館の温度設定のままずっと使わせ

ていただいたというか、そこら辺もちゃんと私

どものほうで確認が少しできなかったところは

あるのかもしれません。いろいろな想定してい

なかったコロナの問題もありますけれども、

しっかりそこは確認できなかったというところ

については、事務的なミスであったのではない

かということで思ってございます。 

 あと、校舎の暖房の件でございます。校舎の

暖房方式については、灯油方式、ガス方式、木

質バイオマスプラス灯油と、木質バイオマスプ

ラスガスというような中で検討をしてございま

す。先ほど平松議員もおっしゃっていたとお

り、その際には、経済比較もしてございますけ

れども、そのほかに自然エネルギーを採用する

ところの考え方から、バイオマスボイラーを採

用しているということと、あと、バックアップ

ボイラーだとか、そういうものも必要になって

きてますけれども、灯油とガスとの比較の中

で、灯油よりもガスのほうが、環境面でいきま

すと、大気汚染物質を排出するのが灯油よりも

少ないということから、環境面で優位性がある

というような判断から、それを採用していると

いうところでございます。 

 今回、補正予算の中で、大中山中学校のボイ

ラーの件を提案させていただく予定でございま

す。今、大中山中学校も４０年ぐらい使ってい

る設備になるのですけれども、ボイラーについ

ては、既存のボイラーを生かしつつ、特別教室

等のみを補完するボイラーということで考えて

ございます。その際に、一番今の配管等も利用

しやすいということから、灯油ボイラーという

ことで、それを採用してございます。 

 先ほど議員のほうから質問のありました、い

ろいろなシステムの中で、それを採用したとい

うことでございますけれども、その施設の在り

方だとか、状況によって、燃料については変

わってくるものだと思いますので、今の段階で

全てを電気にするとか、全てをバイオマスボイ

ラーにするとか、灯油にするということではな

くて、その施設の状況、燃料の状況とかを勘案

して、検討していきたいと。今回、そういうこ

とで決めさせていただいているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 教育長。 

○教育長（與田敏樹） 責任の問題がございま

した。行政は継続性ということがありますの

で、教育長、町長の責任はという御質問だった

と思いますが、固有名詞として、当時から継続

しているのが私でございますので、私のほうか

ら御答弁をさせていただきたいと思います。 

 全員協議会の中でも申し上げましたが、この

問題について、今、説明をいたしましたが、な

かなかしっくりこない、腑に落ちない、ちょっ

と疑問符がたくさんついているかなという状況

だと思います。そういう意味では、例えば先ほ

どのトイレなんかについても、今まではトイレ

は暖房を入れていなかったけれども、今回は暖

房を入れたので、そこのところは少し高くなっ

たのですとか、皆さん方が目視でしっかりと理

解できるような状況の説明をこれからやりたい

と。そのためのデータとして、設計コンサルの

ほうにお願いをしております。そういう意味で

は、私の責任という意味では、皆さん方、町民

の方々が理解できるような状況をつくり上げる

のが私の責任だと思っておりますので、ぜひそ

の責任をしっかりと果たしていきたいと思いま

すので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 暫時休憩いたします。 

午後 ０時０１分 休憩 
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───────────── 

午後 １時００分 再開 

○議長（木下 敏） 休憩前に引き続き、再開い

たします。 

 一般質問を続けます。 

 平松俊一議員の再々質問より入ります。 

 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） それでは、続けて質問い

たします。 

 聞いている方は非常に分かりづらいと思いま

す。それで、お答えになる方も、ずっと知って

いるのは教育長だけで、担当の方も代わられて

います。これからの質問は、昨年の決算審査特

別委員会で渡された資料、これは令和２年度の

使用料、総括した表、これと先日行われました

全員協議会で皆さんに配られた資料、この２点

のみについての質問としたいと思います。 

 それで、町民の方には、大中山小学校の体育

館というのは蓄熱式の電気暖房ということで、

床が暖まっているというイメージは相当皆さん

方は持っていると思うのですけれども、聞くと

ころによりますと、建物の下のコンクリートの

中に熱源があるのです。それから結構な高さの

上に普通の体育館の床板が張られています。下

のコンクリートが暖かいので床も暖かいだろう

と私も思っていましたけれども、子どもたちの

話を聞くと、暖かくないと言っています。 

 それで、今回調査をしたのですが、何か所か

こういう温度を記録する計器を置いて測定した

というのが報告されているのですが、そもそも

室内の温度なのか床面の温度なのか、そこで結

構変わってくるような気もするのですが、どう

いう状況の調査だったのかということをちょっ

と捕捉の説明をお願いしたい。 

 それと、昨年の決算資料の、私たちが一番

びっくりしたのは、大中山小学校の電気料金は

９０４万２,０００円だというもので始まった資

料なのですが、一番最後に、設計時の電気料金

が幾らなのだと聞いたら、設計は１６２万９,０

００円ですと、設計が１６０万円のものが９０

０万円も払ったのかというふうに我々は解釈を

しました。 

 ただ、いろいろ聞いていくと、そうではない

と、教室の電気代もあればトイレの電気もある

と、そういう説明が回を追うことに出てきてい

るわけです。一遍に最初から、分かりやすく比

較できるものがあると随分誤解も少なかったと

思うのですが、これをちゃんと解消することを

やる必要が教育委員会側にはあると思います。 

 それと、昨年出された電気料金、これは４月

から３月までの月々の電気料金が、使用量、消

費電力、併せて一覧で出ています。想定してい

る電気代は、２０度でやったので高かったと。

文科省の指針、ほかの学校の運用、こういうも

のを見ると１７度でいいのではないかという前

提で調査報告されています。そうすると相当電

気代が下がって、設計時とは１.２倍ぐらいの範

囲なので、よかったというようなまとめ方をさ

れているのですが、この電気料の表を７、８、

９、１０、４カ月間、一番高いときで３５万

円、低いときで２８万円の月の電気料というの

です。この４か月分を平均しますと大体３１万

４,０００円くらいなのです。これは私の計算の

仕方ですから違うかもしれませんけれども、こ

れは何でやったかというと、当然暖房はしてい

ません。そうすると、かかる電気代というのは

照明だけだと思います。多少お茶を沸かした

り、そういうのはあるのかもしませんけれど

も、夏場の電気料金、４か月を平均すると３１

万円ぐらいです。多くても３５万円ぐらい。そ

うすると一月の校舎にかかる照明の電気代とい

うのは３５万円ぐらいではないかと思います。

それを９０４万円から差し引くと５００万円ぐ

らいは体育館絡みの電気代ではないかという試

算をするものですから、２００万円切っている

説明は合点がいかないということがあります。 

 これは、今すぐ数字を挙げて納得できるよう

な説明は受けられないと思いますけれども、調

査の仕方とこれからの取りまとめ、私の今の質

問に対して、どういった取りまとめをするのか

をお答え願いたいと思います。 

 くどいようですけれども、出だし、どういう

想定をした、どういう運転をした、結果的どう

なのか。これからは１７度でやっていきますと
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いうのは、全部言い訳ですからね。想定したも

のと違う。２年間、３年間、例えば１０万円で

使ってくださいと言われて、請求書が来たら１

２万円とか１３万円をずっと払っていたわけで

す。普通だったら、話違うぞと言って払わない

ですけれども、それをずっと払い続けてきたこ

とに対しての責任を私は問うています。この点

にお答えください。 

○議長（木下 敏） 教育総務課長。 

○教育総務課長（俉楼 司） それでは、お答

えしてまいります。 

 まず、調査の仕方と、調査の内容という御質

問でございました。今回、前提として、電気代

が高いということから、どういう設定だとか、

体育館がどう利用されているのかというところ

を基に、体育館の温度調査をするということが

調査の大きな目的でございました。 

 調査としましては、体育館の温度をモニタリ

ングするという中で、体育館の中に温度計を８

か所つけてございます。それについては、床の

下の、議員、スラブとおっしゃいましたけれど

も、土壌を暖めるということで、コンクリート

を暖めるものではないという御理解の下、進め

てまいりたいと思います。 

 床下に配置するとか、ステージの大体目の高

さの位置に温度計を置くとか、それも北、南、

廊下に近い方だとか、いろいろなところのポイ

ントの温度を調査するということで８か所、温

度計を設定して、１０月から３月、４月までの

間をモニタリングしたということでございま

す。 

 そのときの前提条件としては１７度、この１

７度といいますのも、学校の環境基準としまし

て、１７度以上２８度の間で、教室等について

はその温度にあるのが妥当だというような数値

となってございます。また、ほかの学校の事例

でいっても、小学校で１７度の体育館とか１５

度の体育館がございますので、そういう運用を

しているところがありますので、七飯町とし

て、教育委員会として、体育館の妥当な温度は

１７度ということで、今回、調査をさせていた

だいたということでございます。 

 電気料総体の話になりますけれども、令和２

年度、総体では９００万円程度の電気料だった

ところでございます。その中で、いろいろ体育

館の暖房に係る電気料と、小さな部分で言うと

外の部分の外灯だとか、議員おっしゃった照明

だとかパソコン関係とか、活動するに必要な電

気の部分、一般的な電気の部分と、あとは、今

回、私ども事務的に計上を誤ったというところ

は、学校のトイレにも電気パネルヒーターがつ

いてございまして、その部分は、当然冬期の期

間しか運用しないのですけれども、電気業者と

の契約の中で、融雪用の電力の契約ということ

になってございまして、それは体育館の電気料

金もその契約となってございましたので、その

部分を体育館の電気暖房分として誤って計上し

ていたということが、今回の調査で分かりまし

たので、民生文教常任委員会の中でそれを訂正

したというものでございます。 

 先ほど議員のほうから、夏場の電気料金を引

くと５００万円程度、体育館の暖房にかかって

いるのではないかという御質問でございますけ

れども、これも民生文教常任委員会の中で示し

たものが、体育館の電気料として改めて提出さ

せていただきましたけれども、そこの部分で、

今回また資料を提出いたしますので、その中で

は、学校全体の電気料のうち体育館で幾らに

なっているのか、トイレの暖房で幾らなのか、

一般的な照明等で使っているのが幾らなのかと

いうのを明確に資料をお出しして、御説明した

いということで考えてございます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） この場でこれ以上比べる

ものはないものですから、ぜひ令和３年度の決

算審査の中でお示しをいただければ、その場で

また我々で質問させていただきますので、３問

目はこれで終わりたいと思います 

 ４点目であります。大沼公園管理委託につい

て。 

 現在、大沼公園の施設管理は、北海道が３年

を契約期間として、地元の委託業者に駐車場や

公衆トイレの管理を行わせているところであり
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ます。しかし、来年度で契約期間が終了し、そ

の後の計画はいまだ具体的に立てられていない

状況というふうに聞いておりますが、このこと

に関して、町としてどのように対処していくの

かを伺いたいと思います。 

 現在まで北海道とどんな協議をしたのかが１

点。 

 今後、町として、北海道とどのような姿勢で

協議を行うのかについて、２点目。 

 今後も現状のように民間事業者へ委託が行わ

れることを前提となった場合の町の考え方につ

いてであります。 

 最後は、今後も国定公園のまま近郊地域とと

もに対応していくのか、あるいは国定公園の解

除も含めた検討をするのかについて質問いたし

ます。 

○議長（木下 敏） 商工労働観光課長。 

○商工労働観光課長（磯場嘉和） それでは、

４点目についてお答えしてまいります。 

 まず、北海道と委託業者との管理委託の内容

について、七飯町として、契約内容などをお話

しする立場にはございませんが、令和４年２月

１８日付、北海道渡島総合振興局告示第２４号

によりますと、契約期間を令和４年４月１日か

ら令和５年３月３１日までの１年間で、公募型

プロポーザル方式により、令和４年度大沼国定

公園施設管理等委託業務を実施しています。 

 その上で、１点目と２点目について、併せて

答弁させていただきます。 

 北海道とは、公園管理を所管しております渡

島総合振興局保健環境部環境生活課と定期的に

意見交換、情報共有を行っておりまして、８月

２５日にも実施したところで、今後も継続して

まいります。 

 ３点目についてですが、北海道の公募型プロ

ポーザル方式に参加するものに必要な資格とし

て、単独法人または複数法人による連合体であ

ることとされております。町としましては、ど

のような法人に管理委託がされても、大沼国定

公園が利用者にとって快適で心地よく、また訪

れたくなるような公園となるよう、北海道と連

携していく考えでおります。 

 ４点目についてですが、国定公園の解除とい

う唐突なお話ですが、函館港開港の時代から外

国人の保養地として、また、風光明媚な観光地

として様々な人々に愛され、さらに先人の方々

の並々ならぬ労苦の結果、昭和３３年７月１日

に、北海道で初めて大沼が道立公園から国定公

園に指定された歴史を鑑みますと、国定公園と

して、今後も関係機関と連携して対応していく

考えです。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） 確かに道がやっているこ

とで、町として公園に何することもできないと

いうのは承知での質問でありますけれども、前

は財団が管理をしておりました。財団は、どの

程度の自由度があるかはきちんと確かめたわけ

ではないですけれども、少なくても今、民間業

者が委託業務という形で振興局から仕事を受け

てやっているということは、仕事の範囲がはっ

きりしています。財団であれば大沼公園全体の

ことで、多少大ざっぱなことでしょうけれど

も、やってくれていたのではないかという思い

があるので、相当そういうことが積み重なって

いくと、訪れる人から見て足りないものが増え

るような気がするので、これを聞いています。 

 答える立場にないと言われてしまったので、

それぞれの答弁は出ないと思いますけれども、

４点目だけ答えていただきたい。 

 これは、我々もつくづく思っていますけれど

も、大沼公園で何かしようと思うと、いろいろ

な制限があります。これは、公園法という法律

の下にやっています。例えばガードレールの色

も焦げ茶色とか、照明器具、看板。それから、

見通しが悪い、例えば日暮山に登って、景色が

悪いから枝を切りたいというのも、それもでき

ない。いろいろな制限がある中で、今までどお

りの大沼公園のような観光客誘致ができない状

況。 

 そういうものを離れて、大沼をもっと、表現

はどうか分かりませんけれども、リゾートとし

て磨き上げるためには、こういうものを外すと

いう選択肢もあっていいのではないかと思う。
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これは七飯町だけが答える話ではなくて、鹿

部、森含めて、民間の事業者等も入れて考える

気はないか、町長の答弁を求めたいと思いま

す。 

○議長（木下 敏） 商工労働観光課長。 

○商工労働観光課長（磯場嘉和） それでは、

再質問に答弁させていただきます。 

 まず、地元企業と北海道との契約なのですけ

れども、既に２シーズン目になっていまして、

１年間、令和３年度契約をして、今度は、令和

４年度も契約しているということで、しっかり

やっているということで、契約がまた更新され

ているというふうに町のほうでは思ってござい

ます。 

 また、公園法の国定公園の解除という話でご

ざいますけれども、もともと大沼、函館港開港

の時代から、リゾート発祥ということで、ああ

いう風光明媚なところが売りで、多くの観光客

が来ていますし、歴史もかなりありますので、

今後も継続していきたいと思ってございます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） そういう考え方でやって

いくほうが正しいという人も多いでしょうけれ

ども、民間事業者から見れば、もっといろいろ

なお客さんに来てもらうためには、規制が多過

ぎるという声も多いのが事実だと思います。で

すから、そういう検討、審議は、実際にやるか

どうかは別です。町長、お考えはないかという

ことだけお聞きしたいのです。 

○議長（木下 敏） 町長。 

○町長（杉原 太） 大沼国定公園は、歴史の

ある国定公園として、今まで自然公園法の中で

自然が守られ、そしてこのような環境が引き続

いてきているわけでございまして、ラムサール

条約の登録ですとか、自然環境のすばらしさで

大沼の魅力を保っていると思っておりますの

で、自然公園法の中に位置づけられた国定公園

として、引き続き観光振興も担っていきたいと

思っておりますので、御理解いただきたいと思

います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 平松俊一議員。 

○３番（平松俊一） 別に民間業者がやったか

ら自然が全部破壊されるということはないと思

います。名だたるリゾート会社が中心になっ

て、今まで以上によくなったというところもあ

るのです。それは、進め方として、しっかり管

理していけば、もっともっと人を呼べる、大沼

を磨き上げるということも可能だと思うので、

もう１回だけ答弁をお願いします。それで終わ

ります。 

○議長（木下 敏） 町長。 

○町長（杉原 太） 自然公園法の中で、規制

の中でルールを守って開発していただければい

いものと考えておりますので、御理解いただき

たいと思います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 通告順に発言を許しま

す。 

 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） それでは、３問あります

けれども、通告に従いまして、まず１問目でご

ざいます。 

 第６次行財政改革について。 

 令和３年度から７年度までの第６次行財政改

革大綱がスタートしているが、施政方針の中で

も、全町一丸となって行財政改革の取組を進め

るとあり、行財政改革取組事項全体をバランス

よく推し進めるのは当然のことであるが、とり

わけ新町長として、どの行財政部分が脆弱で、

強化しなければならない部分と認識している

か、また、新たな取組項目が必要とするものが

あるのか伺いたい。 

○議長（木下 敏） 財政課長。 

○財政課長（青山栄久雄） それでは、１問目

の御質問についてお答えいたします。 

 第６次の行財政改革について、御質問の前段

部分で、どの行財政部分が脆弱で、強化しなけ

ればならない部分と認識しているかという御質

問になりますが、今後も引き続き強化していか

なければならない部分という観点からお答えし

ますが、議員の皆様も御承知のとおり、町の財

政状況については、東日本大震災以降、老朽化
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した施設の改築や大規模改修を行ってきた結

果、貯金に当たる基金が減少し、借金である地

方債現在高が年々増加したことから財政状況が

徐々に悪化し、今後の財政運営を健全に進める

ためには、より一層財政基盤の強化を図る必要

があると考えております。 

 令和３年度については、新型コロナウイルス

感染症の影響により、心配された町税の減収が

見られず、また、国からの地方交付税の追加配

分を受けるなど、歳入が確保されたことから財

政調整基金への積立金に３億９,８００万円を初

め、各基金への積立金に総額４億５,４５４万円

の積立てを行ったところであり、また、地方債

現在高の縮減を図るため、町債の繰上償還に１

億３,９４８万円を支出し、財政状況の改善に努

めたところであります。 

 今後も行財政改革項目の一つに掲げている歳

入予算に見合った歳出予算の計上、収支均衡予

算の編成を図るため、当初予算編成の段階にお

いて、財政調整基金からの繰入れに頼らない予

算編成にするため、各職員が有利な補助金や財

源の確保、交付税措置のある地方債の活用を初

め、引き続き経費の節減に努めるなど、全職員

が一丸となって財政状況の改善に向けて取り組

んでまいりたいと考えております。 

 次に、御質問の後段にあります新たな取組項

目が必要とするものがあるのかについてお答え

いたします。 

 町は、これまでも人口減少、少子高齢化への

対応や老朽化する公共施設への対応、複雑多様

化する地域課題と町民ニーズへの対応など、そ

の時々に応じて必要とする各種の施策を予算化

し、また、必要に応じて組織機構の見直しを図

りながら、これらの行政課題に対して対処して

きたところでありますが、最近の課題、新たな

取組項目の一つに挙げられる事例としまして、

新型コロナウイルス感染症への対応が必要と考

えているところであります。 

 新型コロナウイルス感染症については、感染

動向や社会経済情勢等が極めて不透明であり、

将来を予見することが大変難しい状況ではあり

ますが、職員の働き方改革と併せ、ＩＣＴの利

活用による非来庁型の行政手続の実施しや、職

員の在宅勤務、時差出勤など、行政サービスの

提供体制を見直すことも検討の一つとして必要

であり、また、国が推進する行政サービスのデ

ジタル化、デジタル・トランスフォーメーショ

ンに向けた取組も必要と考えているところであ

ります。 

 また、二つ目の項目としまして、このたび、

令和４年度七飯町施政方針の中で、ゼロカーボ

ンシティ、脱炭素社会を目指す旨の表明をして

おりますが、今後、二酸化炭素排出量実質ゼロ

の実現に向け、町の行政事務においても、物品

の調達や公共施設の維持管理、公用車の更新、

運行管理などについても行財政改革の取組項目

の一つに新たに加え、幅広く検討することも必

要ではないかと考えております。 

 いずれにしましても、新たな行政課題である

ため、これらの事務を所管する担当課を中心

に、行政改革の側からも一体的に取り組んでま

いりたいと考えているところですので、御理解

願います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） 今、説明いただきました

けれども、申し訳ないのですけれども、私にし

てみれば抽象的で非常につかみどころ、確かに

言わんとしているのは、そのとおりだと思うの

ですけれども、どうもしっくり来ない。なぜか

というと、第４次行政財政の結果報告の中に

は、目標効果額、それから実績効果額、第４次

の場合は７億９,０００万円を目標にして、実績

は７億３００万円というような報告書を出して

います。 

 第５次は、私ちょっと見ていないのです。そ

の都度その都度、行財政改革の項目を挙げれ

ば、確かに金額に換算できない項目もありま

す。しかしながら、項目を具体的に起こして、

どういったような取組をして、どういったよう

な効果が上がったのかというのが、やはり町民

に見えないと。確かに分かります、財政基盤だ

とか施設の老朽化、あるいは新たな行政課題、

分かりますけれども、どうも分からないという
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のがそこだと思うのです。やはり皆さんが、町

長を先頭に行財政改革に取り組んで、目標はこ

うです、実績はこうでしたと。さらなる挑戦い

たしますということで、第４次はやったと思う

のですけれども、第５次の結果というのが見え

ていない。それを受けて第６次というのが始ま

るのではないかと私は思うのです。それがなか

なか見えてこない。非常に私から言わせれば抽

象的な表現ではないのかなと。ですから、第５

次の実施状況、これはどういうふうに評価され

ているのですか。それを受けて第６次ができて

きています。 

 そして、第５次の中には扶助費の見直しがあ

るのです。第６次もあるのです。ところが第５

次には、抽象的でつかみどころがないと思うの

ですけれども、例えば第６次には、適正な予算

執行の徹底、予算編成方法の見直しが出てきて

いるのですけれども、それに関連した第５次の

評価というのですか、こういうものが見つけら

れなかったといいますか、そうなってしまう

と、ぽんぽんぽんぽん、確かに説明のあった新

たな行政課題、こういうものを追い求めながら

対応していくというのも分かるのですけれど

も、しっかり行財政改革という名の下に展開し

ていくとすれば、やはりそこら辺をしっかりと

明記しながらやっていくべきではないかと思う

のですけれども、そこら辺の考え方を教えてい

ただきたいと思います。 

○議長（木下 敏） 財政課長。 

○財政課長（青山栄久雄） 前回の第５次行政

改革大綱の実施状況報告につきましては、令和

３年１０月に策定されておりまして、ちょっと

確認はしておりませんでしたけれども、こちら

はまだホームページに載せていない状況であれ

ば、速やかに載せてまいりたいと思っておりま

す。 

 この中の第５次行政改革大綱での取組の成果

として、一応まとめた金額がございます。平成

２８年度から令和２年度の５か年で、この期間

においた取組で改革効果があった金額としまし

ては５億円弱、４億９,９４４万５,０００円と

して評価しております。この中には、町単独事

業費の抑制や各種発注業務の一元化の検討など

について、その項目を記載しておりますが、こ

ちらはまだ議員のほうで目にしておられないと

いう状況であれば、こちらのほうを速やかに

ホームページや議員のほうにお配りしながら、

こちらの金額についてお示ししたいと思いま

す。 

 また、扶助費の見直しにつきましては、第５

次行革期間の中では残念ながら、今、町単独で

拡大請求しているものもございますが、これら

については、やはり町民生活にも影響するもの

ですから、見直しには至っていないという結果

になります。 

 これを踏まえまして、第６次の行財政改革大

綱を策定しておりますけれども、引き続き、第

５次で検討課題であったものが第６次において

も、そのまま引き続きの検討課題として上がっ

ております。 

 また、第６次におきましては、これからデジ

タル化が進められることから、こちらのほうに

向けた取組事項として、デジタル・トランス

フォーメーションや行政事務のＩＣＴ化、それ

らに向けた取組も進めてまいりたいという記載

をしてございます。こちらにつきましては、第

５次の内容につきましては、一応まとめられた

ものがありますので、後ほど御提供させていた

だきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） なかなか聞き取りにくい

部分があったのですけれども、やはり第５次の

実施状況報告、これは議会のほうに速やかに出

していただきたい。ほかの方は見ているかも分

からないのですけれども、私は見ていないもの

ですから、速やかにこれは出していただきたい

と思います。効果が４億９,９００万円ぐらい

あったということですので、これは速やかに出

していただきたいと思います。 

 それから、文言が非常に第５次、第６次に向

かって分かりにくいというか、新たな問題なの

か、あるいは幅を持たせて記述しているのが、

ちょっと私としては理解できない部分だと思う



－ 29 － 

のですけれども、そこら辺、もう少し具体的に

出してもらわないと、議会としても行財政改革

の目標に対する効果といったようなものが本当

にできているのかという、この部分が明確にで

きないものですから、そこら辺の表現、ここら

辺をある程度、正直言って４次から５次、５次

から６次ということになると、表現がばふっと

してしまって具体性に欠けると私は思うので

す。そこら辺、十分加味して、第４次のような

表現にできないかどうか、そこら辺ちょっと伺

いたいと思います。 

○議長（木下 敏） 財政課長。 

○財政課長（青山栄久雄） 第６次の行財政改

革大綱につきましては、令和３年３月に作成し

て、計画期間を令和３年度から７年度というこ

とで、こちらにつきましては、取組の方針を定

めた大綱になります。その中に取組事項一覧と

して、文章で表現されたものがあります。こち

らは具体的に何をどういう形で、何年度の間に

やるというような表現ではございませんけれど

も、こちらは取組事項ですので、一つ一つ、ど

ういうことができるかというのは、検証作業を

進めながら、項目として一覧にまとめて、今後

つくっていきたいと思いますけれども、今すぐ

議員にお示しできるような、この項目につい

て、いつまでにできるというような形のものは

できておりませんので、こちらの内容につきま

しては、行革を進めていく中で、大綱の見直

し、もしくは取組事項を１年１年の進捗を出す

中で、まとめて出していきたいと考えておりま

すので、その旨御理解いただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） それでは、次に参りま

す。 

 ２問目です。 

 町内におけるヤングケアラーの実態と対策に

ついて。 

 今日問題視されているヤングケアラーは、年

齢に見合った手伝いの範囲を越え、本来は大人

が担うべき家事や家庭の世話を日常的にしてい

る子どもを指し、その家族によってその内容は

多岐にわたり、学業、友人関係、そして健康状

態に影響を及ぼすなど懸念されている。 

 そこで、次の点について伺いたい。 

 ①実態を把握しているのか。 

 ②支援体制はどうなっているのか。 

○議長（木下 敏） 学校教育課長。 

○学校教育課長（柴田 憲） １点目の実態の

把握についてでございますが、町立学校におい

ては、令和４年８月現在で、ヤングケアラーも

しくはその疑いがある児童生徒は確認ができな

かったところでございます。 

 ただし、当事者である子どもたちが行ってい

る家事の手伝い、家族の世話や介助などの負担

を自らが意識していない可能性もございますの

で、そのような事例を見逃すことのないよう努

めてまいります。 

 ２点目の支援体制についてでございますが、

他の支援が必要とされる児童生徒と同様に、ヤ

ングケアラーもしくは疑いがあるとされる事案

につきましても、学校が状況を把握するように

しており、校内ケアでは対応が困難であるなど

の状況によっては、当課と子育て支援課で連携

を取り、関係機関等と支援体制の検討を行い、

可能な支援を実施していくこととなります。 

 そのようなケースが発生した場合には、児童

生徒に学業に支障を来すなどの影響が発生した

り、不登校につながることのないように、早目

の校内ケアや支援を行っていきたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（川崎恵子） 実態の把握に

ついて、私からは、義務教育を修了した子ども

についてお答えいたします。 

 １６歳から１８歳の子どもたちは、進路先が

様々であるため、町内の子どもに関しての正確

な実態把握は難しいと考えております。 

 ただ、北海道が実施した実態調査によると、

全日制高校で３％、定時制高校では４.５％が

「家族の世話をしている」と回答していて、さ

らに細分化した質問では、家族の世話をしてい
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る全日制高校の生徒のうち６３.６％が「学校生

活への影響はない」と回答しており、それを裏

返すと、約３６％が何らかの影響があるものと

読み取ることができます。 

 これらの結果から、当町においても何人かは

ヤングケアラーの状態にある子どもが存在する

という認識で、支援体制を整えることが必要と

考えております。 

 なお、それらの子どもの把握については、地

域の民生委員、介護事業所や訪問看護ステー

ションなど、関係機関との連携により、気にな

る世帯がある場合は、子育て支援課または福祉

課に相談する体制ができております。 

 また、高校も含めた教育機関においては、教

職員がヤングケアラーの視点を持って子どもた

ちに対応することが大切であるとともに、心配

な児童生徒がいる場合は、子育て支援課、教育

委員会等と連携して対応する体制となっており

ます。 

 具体的には、七飯町教育・子育て支援連携の

手引に基づいて、学校、教育委員会、子育て支

援課が情報共有し、支援方法などを検討するも

のです。 

 続いて、支援体制についてお答えいたしま

す。 

 家事や家族の世話などで、本来の子どもらし

い生活を送ることができない子どもたちについ

ては、家庭全体の課題や困り感を理解した上

で、必要なサービスへつなげるとともに、子育

て支援課としては、相談体制の確保に加えて、

今年８月に導入した「七飯町養育支援ヘルパー

派遣事業」を活用するなどして、支援を行って

まいりたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） 今、教育委員会、それか

ら子育て、それぞれヤングケアラーの対象者は

いないという認識だと思うのですけれども、ま

ず、令和４年８月に、教育委員会のほうでは確

認できない。これはどういったような調査で、

確認できなかったのか。これはなぜかという

と、やはり長期の欠席児童の裏、病気かも分か

らないし、あるいはそういう可能性のある状態

の中で欠席しているのかという、そういうのも

あると思うのです。 

 したがって、確認できないのかどうかという

のは分かるのですけれども、ただ、全国では、

中学生１７人に１人がヤングケアラーになって

いるとか、あるいは新聞では、函館市は小学生

４人、中学校５人、高校３人、計１２人が確認

された。そして、疑いのある子どもが、小学生

５人、中学生６人だと、そういう記事も出てい

ます。 

 先ほど言ったように、確認できないというの

は、どういう手法でできなかったのか、本当に

いないのは幸いなのですけれども、もし疑いで

もある子どもがいた場合、その子どもというの

はかなり精神的にまいると思う。例えば介護だ

とか家事の手伝い、あるいは親がアルコール問

題だとか、薬物だとかギャンブルだとか、いろ

いろな状況の中で、１週間手伝いをやればいい

か、１０日やったらヤングケアラー、そういう

次元ではなくて、本来、小学校、中学校、高校

の子どもたちが、通常の勉学に励めるような環

境から逸脱する、そういう状況があってはなら

ない。それが今のヤングケアラーの私は問題で

はないかと思う。 

 したがって、私はもっともっと学校、いわゆ

る教育委員会は子どもサイドからの、子どもの

状態というのですか、状況をもっと注意深く見

る。あるいは子育て支援課長が言っていました

地域、いわゆる民生委員が家庭状況を本来は把

握しているはずなのです。ですから、子どもの

状態から発見できなくても、家庭状況から推測

はできるのです。あるいは逆に言って、家庭状

況から推測できなくても、どうも子どもの行動

を見るとおかしいとか、先ほど連携をしながら

という話がありましたけれども、そういう中

で、リーフレットだとか、あるいはパンフだと

か、あるいは研修会だとか、こういったような

ものをしっかりとつくったり、やったりする考

えはあるのかどうか、そこら辺をお願いいたし

ます。 

○議長（木下 敏） 学校教育課長。 
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○学校教育課長（柴田 憲） 今のヤングケア

ラーの確認ついて、どのような調査で確認でき

なかったかということでございますけれども、

まず、このヤングケアラーの調査については、

私どもで今回学校のほうに確認して、そのよう

な子どもがいないか、もしくはそのような傾向

のある児童生徒は確認できないかということで

させていただきました。 

 というのは、現在、ヤングケアラーに特化し

た調査等は、現在、北海道とか、そういったと

ころでございません。例えば不登校の調査はご

ざいますけれども、不登校の調査の中にもいろ

いろ項目がございます。どういう状況で不登校

になったというのか、それについては、ヤング

ケアラーという項目は今ございません。という

ことで、私どもは学校のほうに確認をさせてい

ただいたところでございます。 

 ただ、議員おっしゃるとおり、何をもって自

分がケアラーと思うのかという判断を子ども自

体がしていない可能性がございます。こちらに

ついても、例えばヤングケアラーに限らず、学

校のほうには様々な問題がございます。極端に

言えば虐待ですとかネグレクトですとか、その

ようないろいろな状況がございますけれども、

ただ、そこまでには至らない、傾向があるとい

うような児童生徒もおります。そういったとこ

ろを今、学校のほうではきめ細かく担任の先生

や養護教諭が中心に把握に努めているところで

ございます。そういったことを含めて、現在、

七飯町内でヤングケアラーもしくは疑いのある

児童生徒は確認ができなかったということでお

話をしましたけれども、こちらについては、い

ないと言い切るわけではなくて、可能性は十分

にあると思いますので、そのあたりはきめ細や

かに情報を拾って把握して、校内ケアからの対

応を行っていきたいと思ってございます。 

 続きまして、町として研修とか、そういった

体制を整えていくのかというところでございま

すけれども、このヤングケアラーについては、

今、北海道のほうでもケアラー支援条例という

ものを、令和４年４月１日施行で条例が制定さ

れております。そういう動きもありまして、現

在、北海道のほうでも、学校現場のほうでケア

ラーの状況ですとか、学校の先生方に把握して

もらう、もしくは理解をしてもらうということ

で、現在、ヤングケアラー支援研修を実施予定

しているところでございます。こちらについて

は、令和４年度末にかけて、各町内の全学校で

研修を行う予定となっておりますので、御理解

いただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（川崎恵子） 教育委員会で

は、また別に、町全体への周知に関してという

観点でお答えしたいと思います。 

 現時点では、町のホームページに、ヤングケ

アラーとはどういうものかというところは掲載

は載せておりますけれども、これから町の広報

紙へ周知する記事を載せたり、チラシやリーフ

レットの設置などを行っていきたいと考えてお

ります。 

 ヤングケアラーは、支援が難しいと言われて

いて、その一因は、把握しにくいということな

のです。社会全体にヤングケアラーの概念が浸

透していけば、地域において、この子はもしか

してヤングケアラーかなというような気づきに

つながるというふうに考えております。 

 先ほど学校教育課長も申していたとおり、子

ども自身が自分がヤングケアラーかどうかとい

うことを自覚していない場合が多いと思います

ので、大切なのは、周りの大人が早く気づくこ

とだと思っておりますので、地域の支援機関も

含めた勉強会などを行いながら、子ども、地

域、支援機関がヤングケアラーについて知る機

会をつくっていきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） 大体取組状況は分かりま

したけれども、ただ、ヤングケアラーに関して

は、例えば生活保護であるとか介護であると

か、そういったような、ほとんど知っていると

思うのですけれども、たまたま知らないで、公

的制度を生かし切れないで子どもがその分を

被っているという状態がある。そしていろいろ
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周りで支援して公的制度に移行して、何とか軽

減はできますけれども、なくはならないので

す。 

 というのはどういうことかというと、例えば

介護のサービスを受ける、あるいはヘルパーの

支援を受けるにしても、サービスの単位は決

まっていますから、そうすると必ず間か空くの

です。限度額が決まってしまうと受けられない

部分、サービスがずっとではなくて、ここのと

ころは駄目、ここはいいというふうになってし

まうと、その間というのがやはり負担になって

くる。今までの過度な負担ではなくても、ある

程度負担にはなる。 

 そういった場合、地域福祉を担当している部

分の中では、そういう公的制度に移行しても間

が空くとすれば、やはり町として横出しだとか

上乗せをして、その隙間を少しでも埋めるとい

うような考えがあるのかどうか、そこら辺。 

○議長（木下 敏） 福祉課長。 

○福祉課長（村山徳收） それでは、今、議員

から御質問あった公的な、例えば介護保険制

度、障がい者の自立支援、生活困窮制度、あ

と、児童福祉の関係、その制度と制度の谷間と

いうのですか、そういう隙間の部分はどうやっ

て埋めていって、子どもたちの負担を減らして

いくかというところでございますが、また、実

際、さきに学校教育課長、子育て支援課長が支

援体制について答弁させていただいております

が、やはり先ほども川崎課長が言ったように、

周りの大人が気づくことが一番解決の方法であ

るというところでございますし、また、学校現

場においても、ヤングケアラーを把握した場合

でも、学校サイドとしては適切な支援機関につ

なぐというのがなかなか困難であると思われま

すので、我々福祉課とか保健センターの者が、

家庭にアプローチできる専門職がいますので、

そういった形で連携していくのが重要だと思っ

ております。 

 その中で、家庭、いろいろ複雑、複合化した

課題というものを抱えていると思っていて、そ

の中で、今、議員の質問のとおり、いろいろな

課題が、家族、親御さんとか兄弟とか、いろい

ろ絡み合った複雑な問題があると思うので、そ

の中でどうやってその家庭、子どもに対してで

はなくて、家庭全体としてアプローチして、ど

のようなオーダーメイドのサービスをできるか

というのが肝だという質問だと思ってございま

すので、そういった中で、今、七飯町として

は、まずはヤングケアラーの認知度を上げるの

と同時に、高齢、障がい、子ども、生活困窮を

初めとした、  世代を問わない重層的体制整

備事業をやってございますので、その中で相談

を受け、その中でオーダーメイドの中で、公的

サービスのほかに、町の独自サービス、いろい

ろなものを組み合わせて、あとは地域の住民主

体のサービスとか、地域のいろいろなものを組

み合わせて、子どもの負担を少なくしていきた

いと考えているところでございますので、ま

た、今そういう体制も整えているところでござ

いますので、御理解のほどよろしくお願いいた

します。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） ３問目、参ります。 

 空き地の環境保全について。 

 令和元年第３回定例会の一般質問で、空き地

の環境保全についての答弁は、平成３０年度実

績で、草刈り案内５６０件、管理者不全の苦情

が３１件、管理者不全地７件とのことである

が、その後の状況は改善されているのか。 

 また、その際に、条例に勧告・命令が規定さ

れているのに、罰則規定がないのは片手落ちで

はないかと指摘し、検討するとの答弁だった

が、どうなっているのか。 

 また、今日、地域住民が心配しているのが、

生い茂った高木の問題である。これについての

地域住民の安心・安全の観点から、町の対応策

を伺いたい。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） 御質問に御答弁

をさせていただきます。 

 空き地の環境保全の状況についてですが、令

和３年度実績として、町から空き地の草刈りを

案内している件数は３７７件で、町に草刈りの
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依頼のあった件数は２９９件、残りの７８件に

ついては、管理者自らが草刈りを行うなどの対

応をしているものであります。しかしながら、

草刈りの実施時期や回数などにより、近隣から

管理が不十分との苦情として６８件がございま

した。これらにつきましては、町が現地を確認

し、空き地の管理者へ草刈りを依頼するなど

し、５０件が対応済みとなった結果、管理不全

地は１８件となっております。 

 条例における罰則につきましては、規定を置

いてございませんが、苦情の内容をしっかり把

握し、空き地の管理者の事情も併せて勘案しな

がら解決につなげていく考えでありますが、勧

告や命令の適用を含めて、引き続き検討してま

いります。 

 また、町では、雑草等が繁茂し、交通の支障

や害虫発生など、生活環境を損なう原因となる

空き地について、その管理者に対して草刈りの

実施等の案内をし、適正な管理がなされるよう

努めているところであります。 

 近隣住民などからの管理不全に対する苦情に

対しても、町が現地を確認した上で、空き地の

管理者へ文書や電話連絡もしくは直接面会の

上、草刈りなど適正な管理を依頼するなどの対

応を行っており、町内会や住民の方々の御理

解、御協力をいただくなど、引き続き生活環境

の保全に努めてまいりますので、御理解願いま

す。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） 高木の関係、ありました

か。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） 大変申し訳ござ

いません。一応そういった空き地の中の草刈り

等の対応につきましては、市街化区域について

は、議員も御存じのとおり条例に規定がありま

すので、御案内をして、草刈り対応をしていた

だいていると。その中にも、例えば苦情の中

で、そういった高木等の部分も当然出てきま

す。これについても、先ほど御答弁申し上げま

したとおり、町のほうから御案内をして、お知

らせをして、現況の写真等も送付したり、事情

をお話しさせていただいて、対応を依頼してい

るという状況でございます。 

 現に、実際にクレーン等を所有者の方が手配

して、高木の処理をしていただいているケース

もございます。引き続き町といたしましても、

そういったケースにつきましては、所有者の方

とお話をして、適正な管理をお願いしていく考

えでございます。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） そうすると、高木も空き

地の環境保全に関する条例の対象にするという

考え方でよろしいのですね。この条例を見る

と、灌木というのですか、管理不全の状態、雑

草等（灌木）、灌木というのは、人の背ぐらい

の高さぐらいまでと私は認識していたものです

から、それ以上になってしまうと、なかなか難

しいのかなと。 

 実は近くにもすごく生い茂った高木があっ

て、かなり通学路にも覆いかぶさって、電線に

もかなりかかっているという中で、地域住民は

非常に不安がっている。風なんかが吹いたとき

に枝が折れたらどうしようかと、かなりあれな

のですけれども、こういう高木の処理というの

は、低木もそうなのですけれども、高木になる

となかなか地域住民がどうにもできない、ただ

見ているだけという形になっていると思うので

す。 

 したがって、こういうものについて、きちん

と条例で対応して、そして命令だとか、そうい

うものを発することができるという解釈でいい

のかどうか。そうすると状況は変わってくるの

ではないかと思うのです。地域住民もそれなり

の安心・安全ということも、町が何とかすると

いう意味ではないですけれども、町が入ると、

今までトラブルというのは、地域住民と所有者

の間で直接やってしまうとトラブルが起こる

と、裁判だ何だとか、勝手に切ったとか切らな

いとかという、こういう問題があるものですか

ら、こういう条例に、高木、かなり高い木が生

い茂っているのですけれども、そういうものも
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対象として考えていいのかどうか、まずそこだ

けちょっとお願いします。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） 先ほどの御答弁

の中、誤解を招くような部分がありまして、大

変申し訳ございません。あくまでも町で今、規

定している条例につきましては、草刈りの依頼

を受けて、それを実施していける。結局、町の

ほうで御案内して、それに対して草刈りの依頼

を受けて、こちらのほうで手配をして、草刈り

を実施するというような趣旨の条例でございま

すので、今、議員の御質問にありました高木に

ついては、運用上も今までは対応をしていない

部分であります。 

 ただし、苦情として、こういった事例が見受

けられますので、それについては、町としまし

てもぜひ解決したい問題ですので、所有者の方

といろいろお話をさせていただく。それから、

地域の町内会だとか、苦情をおっしゃっている

住民の方々にも十分御説明をして、解決につな

げていきたいということでございます。あくま

でも条例につきましては、ただいま答弁申し上

げたとおりの解釈でお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） そうすると、こだわるわ

けではないですけれども、そのように理解して

いいのですと言うと、どっちにも取れますけれ

ども、それなりに町は関与していただけると私

は理解しているのですけれども、それはそれで

構わないのですね。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） あくまでも条例

等の規定に基づくものではございませんが、生

活環境の保全に対応するという意味で、行政と

して、その所有者、どうしても所有者の方が管

理をしていただくというのが前提になっていま

すので、それに対して御理解を促していく、そ

して対応をしていただくというようなことで、

どうしても御理解、御協力を賜りながらでなけ

れば進めることはできないのですが、その部分

で、町もできる限りそういった形で説明等を進

めて、適正な土地の管理をしていただきたいと

いう考えでございます。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） 実は、ほかの町で高木が

生い茂ってきて、そういう中で、近所の人が

ちょっとおっかないと。したがって、町で何と

か口をきいてもらえないだろうかと言ったら、

それは、所有者の、民法上規定されているの

で、それは直接所有者と話してもらいたい。そ

れはなかなかと言ったら、うちではそういうこ

とはしていませんと、対応していませんという

ことです。そして、裁判か何かを起こすのであ

れば起こせばいいというようなことをほかの町

で言われたというものですから、それなら余り

にもちょっと、高齢者にとっては厳しい話だな

ということで、七飯町はどうなのかということ

で、そこまではちょっと分からないけれども、

考え方は同じではないかという話はしたのだけ

れども。 

 町が高木だとか生い茂った、どうにもならな

い、そして、不在というのですか、そこに住ん

でいればいいのですけれども、いないという話

になってしまうと、どうしても町に頼らざるを

得なくなってしまう。そうした場合、高齢者に

とっては、親切に対応してもらえると心が落ち

着くのでしょうけれども、そうではなかったと

いう例があったものですから、七飯町は安心・

安全、そういう観点からすれば、しっかりその

間に入って、危険のないまちづくりというもの

をしていただけるのだなという、そういう観点

で今聞いたわけでありますけれども、そのよう

なことで、私はやっていただけるということで

理解はしました。 

 先ほどの説明の中では、不全地あります。

前、管理不全地、平成３０年では７件あったの

ですけれども、今回は１８件でちょっと増えて

いる。これについては、地元にいないからかも

分からないですけれども、放置しているという

のはまずいと思うのです。この１８件、その年

その年でしょうけれども、結果として１８件に

なったという要因は何なのでしょうか。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 
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○環境生活課長（福川晃也） 今、私どものほ

うで把握している数字でございますが、特に苦

情の件数が、以前、田村議員の一般質問でお答

えした際に比べまして、非常に多くなっている

という状況です。例えば、その続きからいきま

すと、令和元年、苦情の件数３９件でした。こ

れに対して、令和２年は６０件、令和３年は、

先ほど御答弁申し上げた６８件と、１.５倍以上

の伸びになってございます。コロナの影響、そ

ういったものもいろいろあるかもしれません。 

 ただし、こういった苦情については、管理が

適切に行われるかどうかに至らないとしても、

町のほうで、きちっと管理をお願いしますとい

うことで対応しているということで、まず御理

解いただきたいと思います。 

 それで、この処理が適切に行われていない理

由として、最近増えているのが、所有者の方が

入院されているとか、そういったことで対応が

難しい部分、それから、当然所有者が不明だと

か、そういった部分もございます。 

 ただ、町のほうで、例えば前年度に苦情をい

ただいたところについて、翌年度に対応してい

ただけた例もございます。そういったことで、

年度年度の対応ではなくて、できる限り地域の

生活環境の保全のために対応していただくとい

うことで、町のほうもそういった対応をさせて

いただきたいと思ってございます。 

 ただ、御質問にあった、どうして増えたのか

というのは、残念ながらこれだというものはお

示しできないのですけれども、今、御答弁申し

上げような中身が、一応要因として存在すると

いうことで御理解をいただきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） 先ほどちょっと出ました

けれども、罰則規定の問題、苦情内容を検討し

てということで、取り立てて、恐らく罰則規定

というのは、検討はするのでしょうけれども、

ただ、これは令和元年の答弁の中には、前、民

生部長が検討しますということを言っているの

です。またずっと引き続きです。しないならし

ない、するならする、こういうふうに。その場

にいない人ではなくて、隣に住んでいる人、裏

に住んでいる人というのは非常に迷惑なので

す。これははっきりしているのです。確かに分

かります。勧告だとか命令だとか。したがっ

て、何らかの。そばにいないから放置するので

す。言っては悪いですけれども、自分に関係な

いから。隣にいて、ぼうぼうなら、やっぱり環

境に問題は出てくると思うのです。したがっ

て、そういうことも真剣に私は考えてもらいた

い。 

 それから、先ほどちょっと言われましたけれ

ども、所有者不明、これは何件くらいあるので

すか、ちょっと押さえていないですか。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） すみません。全

ての件数ではございませんが、今、手元の資料

であれば、１８件中３件が、一応所有者不明と

いう区分で整理をさせていただいています。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 田村敏郎議員。 

○５番（田村敏郎） １８件中３件、分かりま

した。大した数ではないのですけれども、所有

者不明ということは、逆に言えば、固定資産税

をもらえないという話です。ですから、庁内一

丸となって、こういう環境一つ取っても、所有

者が分からないからでいってしまうと、税収に

もはね返るのです。ですから、そこら辺はしっ

かりと、全庁挙げて町民の、こういう空き地の

環境対策についてはしっかりと取り組んでいた

だきたいと思いますけれども、最後に、町長、

どういうふうなお考えでいるか。 

○議長（木下 敏） 町長。 

○町長（杉原 太） 空き地の適正管理につい

ては、非常に住まわれている方、皆さんの生活

環境の部分で重要だと考えております。 

 対象者件数も年々、市街化区域の部分でいき

ますと減っていまして、なぜ減っているかとい

うと、町内の宅地に家が建っているからでござ

いまして、そこで新たな苦情も生まれているの

は、今まで三つ、四つ宅地がつながっていたと

ころに、真ん中に家が建つと、今までそんなに

苦情が出ていなかったところも、今度は苦情の



－ 36 － 

発生の部分になるということで。 

 草刈りの条例に関しても、基本的には自己管

理ということで、自主的に管理していただく

と、個人の財産ですので。ただ、自分でできな

い方については、町のほうで草刈り条例にのっ

とって、草刈りの納付書を送って、それで申し

込みされた方は、自動的に年２回草刈りをする

という制度で、制度自体は、そういう部分で割

と頼みやすい制度で、草刈りの実績も上がって

きたのでしょうけれども、ただ、所有者不明と

いうのも最近出てきているという部分では、そ

の辺の対処についても、苦情の出ているところ

も十分あるので、まずは所有者を見つけていっ

て、町が間に入って説得していくということが

大事だと思います。 

 その中で、罰則規定も有効なのかと思います

けれども、その前に、草刈りがきちっと実施さ

れるということが大事なので、議員がおっしゃ

られるとおり、所在者不明の土地も調査して、

税務課とも連携して、そういう部分を解消して

いきたいと思っておりますので、実質的な苦情

解消のための草刈り実施を優先して、なおかつ

その中で、罰則規定の部分も検討していきたい

と思いますので、御理解いただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 暫時休憩いたします。 

午後 ２時１４分 休憩 

───────────── 

午後 ２時２５分 再開 

○議長（木下 敏） 休憩前に引き続き、再開い

たします。 

 一般質問を続けます。 

 通告順に発言を許します。 

 上野武彦議員。 

○９番（上野武彦） それでは、通告に従いま

して、３問質問させていただきます。 

 最初の質問は、空き家対策と活用の推進につ

いてであります。 

 全国の高齢化と人口減少の進行により、人の

住まなくなった空き家や特定空き家が増加し、

防災、衛生、景観上、地域住民の生活環境に深

刻な影響を及ぼしてきたことから、国は、地域

住民の生活環境の保全、空き家の活用促進の立

場から、平成２６年、空き家等対策の推進に関

する特別措置法を制定しております。 

 そこで、この件に関して、以下の件について

お伺いいたします。 

 １点目、町は、この法律に基づいた対策、計

画を作成して取組を進めているのか。 

 ２点目、現在の町内の空き家、特定空き家の

実態について。 

 ３点目、特定空き家解消の計画、取組につい

て。 

 ４点目、空き家と周囲の雑草除去など、環境

対策への取組の実態について。 

 ５点目、こうした空き家については、持ち主

との協議の上、町として建物を改修し、地域の

活性化や人口減少の移住対策のために活用すべ

きと考えるが、そうした考えはないか。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） それでは、１点

目ですが、空き家等対策の推進に関する特別措

置法に基づき、平成３１年２月に、七飯町空き

家等対策計画を策定しており、空き家等の適正

管理や発生の抑制などを通じて、地域の安全確

保、生活環境の保全等を図るものであります。 

 ２点目ですが、特定空き家の判定実績はこれ

まで７件あり、令和４年３月末時点として、空

き家総数４５４戸、うち特定空き家候補となる

ものが４９戸となっております。 

 ３点目ですが、空き家等への対策としてお答

えいたしますが、計画につきましては、１点目

のとおり、七飯町空き家等対策計画が策定され

ており、町内の危険な空き家の解体を促すため

の補助制度として、七飯町空き家等除却費補助

金、また、令和４年６月からは、旧耐震構造の

木造住宅空き家の解体を促すための補助制度と

して、七飯町旧耐震空き家除却費補助金を施行

しているところであります。 

 ４点目ですが、空き家周囲の雑草除去などに

つきましては、空き家の管理者が行うことが前

提であり、管理不全に対する苦情に対しても、
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町が現地を確認し、空き家の管理者へ文書や電

話連絡もしくは直接面会の上、草刈りなど適正

な管理を依頼するなどの対応を行っているとこ

ろであります。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 政策推進課長。 

○政策推進課長（花巻 亘） ５点目について

お答えをしてまいります。 

 議員のおっしゃいますとおり、こうした空き

家を地域の活性化や移住対策のために活用して

いる自治体の例はございますので、他の自治体

での取組方法などを研究しながら、例えば空き

家を活用したお試し移住体験の提供など、移

住・定住対策や地域の活性化に向けて活用する

ことができないか検討してまいりたいと思いま

すし、併せまして、市街化区域内に存在する旧

耐震構造の木造住宅の解体費を補助する七飯町

旧耐震空き家除却費補助金などを活用しなが

ら、市街化区域内への移住を促すなど、新たな

空き家の発生を抑えながら、移住・定住対策に

資する施策も同時に進めてまいりたいと考えて

ございます。 

○議長（木下 敏） 上野武彦議員。 

○９番（上野武彦） 先ほどの答弁によります

と、空き家の件数は、平成２７年には、私、質

問したときには１,３６０戸あるという答弁があ

りましたけれども、現在では、先ほどは、特定

空き家が４９軒、それから空き家に関しては、

先ほど答弁されていましたけれども、数字が

はっきり把握されませんでした。空き家に関し

ては何軒あるのか、もう一度答弁いただきたい

のと。 

 それから、空き家対策に関しては、計画を策

定して取り組んできたというふうにお答えに

なっておりました。実際に空き家対策を計画し

たときには、何軒の空き家があって、この対策

を実施した結果、それがどう変化したのか、こ

れについて、この制度の実施がどのように進ん

でいるかということで、一つお伺いしたいと思

います。 

 それから、特定空き家に関して、７軒ほどあ

るという感じでお答えになっておりました。こ

れについては、今後の対応。この特定空き家に

ついての、所有者不明なのか、それとも所有者

は判明しているけれども、なかなか解決しない

ということなのか、この辺の現在残っている特

定空き家の対応の見通しについて、２点目にお

伺いしたいと思います。 

 それから、田村議員は、対応しない持ち主に

対しては罰則もというふうなこともおっしゃっ

ておりましたけれども、この制度に関しては、

助言、指導、そして勧告・命令・代執行という

形で、罰則なしでも執行できるような制度に

なっていると思うのですが、町のこれまでの対

応が、こういう制度をどのように活用して進め

てきたのか、３点目に、ひとつお伺いしたいと

思います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） まず１点目で

す。 

 まず、七飯町空き家等対策計画策定が平成３

１年２月となっております。この計画策定時

に、町内の空き家の総数につきましては４９７

戸、調査の上で、この数字でスタートしており

ます。また、そのうち特定空き家候補と見られ

るものについて６４戸。そして、先ほど御答弁

申し上げました、直近、令和４年３月末時点に

おきましては、空き家の総数を４５４戸、そし

て、特定空き家の候補となり得るであろうもの

につきまして、４９戸として整理をしてござい

ます。 

 計画策定時から、空き家総数につきましては

４３戸の減少、それから、特定空き家候補につ

きましては１５戸の減少となってございまし

て、冒頭に御答弁申し上げました町の補助金制

度も相まって、一定の効果が表れていると考え

てございます。 

 それから、こちらの空き家等につきまして

は、所有者不明等については、特段把握してい

ませんでしたので、こちらのほうはお答えでき

ないのですけれども、これについては、ただ単

純に空き家を解体するとかといったことではな

くて、そのほかにも、例えばリフォームをして
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いただくとか、そういったことで空き家を解消

していくと目的も含まれている計画でございま

すので、御理解をいただきたい。 

 また、町のほうでは、施行から数年というこ

とになっていますが、代執行に至るようなケー

スはまだありませんので。それから、指導とか

といった処分の対応といったものも実績がござ

いませんので、御理解をいただきたいと思いま

す。 

 少なくても、先ほどの補助制度について、例

えば町内会の方とか建築関係の方とかといった

ところにも、こういった制度の利活用について

情報提供しているところでありまして、お話し

しましたとおり、現在まで７件がこの補助制度

を使って解体を行っているということで、御理

解をいただきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 上野武彦議員。 

○９番（上野武彦） 耐震空き家の補助制度と

いうは、耐震性のない、そういった空き家を解

体するための補助ということだったのですけれ

ども、改修して再利用していくという方向で

は、この制度は利用できないのですか。そうで

あれば、改修して再利用していく方向の補助制

度を考えないと、なかなか所有者に改修して利

用できるようにしてもらいたいと言っても、動

きができないのではないかというふうにも思い

ますので、先ほど答弁の中で、今後、再利用と

いいますか、町の活性化だとか移住対策だと

か、そういうのはほかの自治体ではやっている

ところもありますし、安い料金で移住者に提供

するという方法も考えれば、活用の道が出てく

るのではないかと思いますので、その辺は、た

だ検討するではなくて、制度的に活用できるよ

うな制度を創設しながら取り組む必要があるの

ではないかと思いますけれども、これについて

は、できれば町長、お答えいただければと思い

ます。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） まず私のほうか

ら、計画に基づいての関係で御答弁を申し上げ

たいと思います。 

 まず、補助金の制度、２種類あります。今回

の七飯町空き家等対策計画によって活用される

のが、七飯町空き家等除却費補助金、こちらは

除却ですので、解体ということになります。こ

れがいわゆる特定空き家となったものについて

補助をしていくという制度でございます。まず

この制度と。 

 もう１点、今般６月に補正予算を計上させて

いただいて議決をいただいた、七飯町旧耐震空

き家解体補助金というものがあります。これ

は、同僚議員の一般質問の中で町長、答弁申し

上げているとおり、昭和５６年５月３１日以前

に建築確認申請が行われた旧耐震構造の木造住

宅に対する解体の補助金でございます。これに

ついては、市街化区域内であることが条件と

なっています。この２種類の補助金があるとい

うことで、まず御理解をいただきたいと思いま

す。 

 また、七飯町空き家等対策計画につきまして

は、既存の施策というものもメニューの中に取

り入れています。例えば先ほどリフォームとい

うお話をさせていただいた点につきましても、

各種助成制度、バリアフリーの改修費用を補助

する制度とか、既存の制度、ほかにもございま

すので、こういったものについても活用してい

ただいて、空き家を解体だけでなくて、抑制し

ていくというようなことも考えてございます。

当然空き家バンクとか、そういった既存の制度

も活用しながら、総合的に空き家等の対策に当

たっていくということで、御理解いただきたい

と思います。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 上野武彦議員。 

○９番（上野武彦） 答弁いただいていますけ

れども、空き家バンク等の制度も活用と言いま

したけれども、空き家バンクに関しては、どの

ように活用につながるのか、もう少し説明をお

願いしたいと思います。 

○議長（木下 敏） 環境生活課長。 

○環境生活課長（福川晃也） 単純に考え方を

申し上げますと、例えば空き家バンクであれ

ば、空き家となっている、要は１年以上利用さ
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れていないような空き家等について、その利活

用を図っていくというような方向で、空き家対

策とするというような趣旨であります。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 政策推進課長。 

○政策推進課長（花巻 亘） 先ほど移住・定

住対策に使うためにも助成制度を検討できない

かというお話でしたので、その点についてだけ

お答えをさせていただきたいと思います。 

 今、検討しておりますのは、６月の定例会で

補正予算を提案させていただいて、現在、準備

を進めております宿泊施設を使った移住体験の

提供事業、今、準備を進めてございます。これ

を今年度やっていって、その利用状況、また、

利用者の範囲などを見ながら、来年度以降、で

きれば宿泊施設ではなくて、条件のいい空き家

をお借りして、リフォームなどして、それで戸

建ての住宅を移住・定住のお試し移住体験の住

宅に使えないかというところは、今のところ検

討としていたところなのですけれども、実際に

今ある住宅をリフォームする補助をして、それ

を直接移住者の方に持ち主の方から提供してい

ただくというような、そこまでのことは、まだ

現時点では考えておりません。とりあえず、ま

ずは町のほうで持ち主の方とお話をして、進め

ていければというふうに考えてございますの

で、御理解をいただきたいと思います。 

○議長（木下 敏） 上野武彦議員。 

○９番（上野武彦） 次に行きます。 

 ２問目です。 

 保険料軽減の取組について。 

 国民健康保険や介護保険では、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、主たる生計維持者

の収入が前年に比べて３割以上減収見込みの場

合、申請により国民健康保険料や介護保険料な

どの減免をするとしておりますが、この件に関

して、以下の点についてお伺いいたします。 

 １点目、これまでどのようにして住民へ周知

を行ってきたのか。 

 ２点目、それぞれこれまでの年度ごとの申請

者数の実態について。 

 ３点目、国民健康保険、介護保険それぞれの

減免の内容について。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 住民課長。 

○住民課長（清野真里） 私からは、国民健康

保険税の減免の取組について答弁させていただ

きます。 

 １点目の住民への周知についてですが、町の

ホームページや広報紙、また、納税通知書に同

封している国民健康保険税についての案内文書

により周知しております。 

 次に、２点目の年度ごとの申請者数の実態に

ついてですが、令和２年度の申請者のうち、保

険税の減免の対象となる期間、令和２年２月１

日納期限からの令和元年度分は２６人、令和２

年度分は３６人、令和３年度は１３人、令和４

年度は、８月末現在で２人となっております。 

 次に、３点目の国民健康保険の減免の内容に

ついてですが、国の財政支援となる減免の基準

に示された取扱いにより実施しているところで

すが、対象となる世帯は、新型コロナウイルス

感染症により、主たる生計維持者が死亡し、ま

たは重篤な疾病を負った世帯は保険税を全額、

また、主たる生計維持者の収入減少が前年に比

べ３割以上減少する見込みである世帯は、保険

税を一部減免し、その減免額については、対象

保険税額に減少した収入が世帯の所得に占める

割合と減免割合を乗じたものとし、減免割合

は、世帯の主たる生計維持者分の前年の合計所

得金額に応じた減免割合により算定しており、

この一部減免の割合について、２点目に答弁し

た実態のうち、令和元年度分は、減免対象の全

額が２１人、８割が２人、６割が１人、４割が

２人。２年度分は、減免対象の全額が２９人、

８割が３人、６割が２人、４割が２人。３年度

分は、減免対象の全額が１３人。４年度分は、

減免対象の全額が１人、４割が１人となってお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 福祉課長。 

○福祉課長（村山徳收） それでは、私から介

護保険料の減免についてお答えいたします。 

 １点目の周知方法でございますが、令和２年
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７月から毎月町広報紙に登載し、また、同様に

七飯町公式ホームページにも掲載し、周知を

図っているところでございます。 

 ２点目の年度ごとの申請者数の実態でござい

ますが、令和２年度は１２名、令和３年度は３

名、令和４年度、８月末時点においてゼロ名で

ございます。 

 ３点目の減免内容につきましては、令和２年

度、減免決定者１２名中、全部減免９名、８割

減免３名。令和３年度、減免決定者３名中、全

面減免３名となっております。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 上野武彦議員。 

○９番（上野武彦） 今、質問では国保と介護

保険をお答えいただいたのですが、質問にな

かった後期高齢者医療についても、こういうよ

うな減免をするというふうに広報紙に書いてあ

りましたので、ついでに、これについてどう

なっているか、お答えいただきたい。 

○議長（木下 敏） 住民課長。 

○住民課長（清野真里） 後期に関しては、通

告にございませんので、明確な答弁はこの場で

はできませんので、御理解のほどよろしくお願

いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 上野武彦議員。 

○９番（上野武彦） ３問目です。 

 新型コロナウイルス感染症の第７波につい

て、七飯町での感染状況と対応についてです。 

 新型コロナウイルス感染症は、オミクロン株

ＢＡ.２系統よりＢＡ.５系統への置き換わりが

進み、七飯町内でも新規感染者数が急増し、第

７波の感染が起きております。 

 そこで、今年７月以降の町内での感染の状況

について、以下の点についてお伺いいたしま

す。 

 １点目、週単位での感染者数について。 

 施設などでのクラスターの発生状況につい

て。 

 学級閉鎖の状況と子どもの居場所の対応状況

について。 

 クラスター発生職種による感染防止対策の取

組、サービス継続支援事業の実施状況につい

て。 

 ５点目、第７波収束のための対策としてどう

考えているのか。 

 ６点目、ワクチン接種の現状と今後の見通し

について。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○議長（木下 敏） 健康推進課長。 

○健康推進課長（岩上 剛） それでは、１点

目について、北海道で公表しております週単位

での七飯町感染状況についてお答えしてまいり

ます。 

 公表の基準としましては、週の日曜日から土

曜日までの単位となっておりますので、御理解

をお願いしたいと思います。 

 ７月以降の感染状況ということであります

が、直近の対象期間となる６月下旬からの数値

で説明を申し上げます。まず、６月２６日から

７月２日までが６人、７月３日から９日までが

９人、７月１０日から１６日までが７３人、７

月１７日から７月２３日までが１１４人、７月

２４日から３０日までが２８４人、７月３１日

から８月６日までが２９７人、８月７日から１

３日までが２４４人、８月１４日から２０日ま

でが３２３人、８月２１日から２７日までが３

５２人、８月２８日から９月３日までが２６６

人、現時点におけます七飯町新型コロナウイル

ス感染者数の週単位での状況については、以上

のようになってございます。 

 ２点目の施設クラスターの発生状況について

は、北海道の認定分としまして、医療機関で２

件、介護保険施設で１件発生しております。 

 ４点目についてですが、陽性者の特定ととも

に、濃厚接触者としての可能性の把握、自宅待

機など、感染拡大を抑制するための対策や、施

設関係者へＰＣＲ検査等の実施を徹底して行っ

ていただくよう、渡島保健所とともに、町保健

センターとしても助言を行っている状況でござ

います。 

 また、サービス継続支援事業について、施設

の閉所やサービスの中段を行ったという例につ

いては、７月以降は確認がされていない状況と
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なっております。 

 ５点目の第７波収束のための対策について

は、国のコロナ対策指針に基づき、これに準拠

する形で町としましても取り組んでまいりたい

と考えております。 

 ６点目のワクチン接種についてですが、現

在、３回目接種と４回目接種を併用して行って

いる状況となっており、８月２１日現在におけ

る町全体の３回目接種率は６９.７％、４回目接

種率は５７.９％となっております。 

 なお、４回目接種は６０歳以上の方と１８歳

以上５９歳以下で、基礎疾患をお持ちの方、ま

た、医療従事者の方という方々が接種対象と

なっているものでございます。 

 また、４回目接種完了時期は、９月末までを

目標として事業を進めており、今後、国から全

町民に対する追加接種の方針や高齢者に対する

５回目接種の可能性を示されているということ

でありますので、これに向けての準備を段階的

に進めてまいりたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 学校教育課長。 

○学校教育課長（柴田 憲） それでは、３点

目についてお答えしてまいります。 

 学級閉鎖につきましては、７月は１件、七重

小学校で、７月１４日木曜日から７月１７日日

曜日まで４日間、１学級。８月は２件、大中山

小学校で、８月２７日土曜日から８月２９日月

曜日までの３日間、１学級。８月３０日火曜日

から９月１日木曜日までの３日間、１学級。９

月は、５日までに決定した分となりますが、８

件、大中山小学校で、９月３日土曜日から９月

５日月曜日まで３日間、２学級。９月６日火曜

日から９月８日木曜日まで３日間、５学級。峠

下小学校で、９月６日火曜日から９月８日木曜

日まで３日間、１学級を閉鎖しております。 

 また、学年閉鎖につきましては、９月に１

件、大中山小学校で、９月６日火曜日から９月

９日金曜日まで４日間、一つの学年を閉鎖して

おります。 

 次に、子どもの居場所の対応状況についてで

ございますが、学級閉鎖につきましては、原則

として、判断をした翌日からの閉鎖となり、閉

鎖期間中の対象学級の児童生徒は、基本的に不

要不急の外出を控え、自宅での休養もしくは自

粛状態であることが求められますので、保護者

の方による家庭での養育となります。 

 以上でございます。 

○議長（木下 敏） 上野武彦議員。 

○９番（上野武彦） 思ったよりも七飯町でも

多数の感染が出ているという実態が分かりまし

た。それで、今後の対応が重要だと思います。 

 先ほど答弁された今後の感染対策ということ

では、まだもう少し考える必要があるのではな

いかとも思います。今回のＢＡ.５の株に関して

は、エアロゾル感染というような形の感染が強

い傾向があるということですので、単なる手の

消毒とか、感染対策での距離を置くだとか、そ

の程度ではなかなか対応できない。エアロゾル

感染の対策ということをもっと住民に周知徹底

する対策が必要ではないかと思います。その中

でも特に換気の実施というのが効果があると言

われておりますので、今後の対策に、町民への

周知徹底は、その辺も含めて、改めてやってい

く必要があるのかなと思います。 

 それから、ワクチンの接種に関しては、４回

目接種が９月末までということだそうですけれ

ども、国のほうで新たなオミクロン株に対応す

る５回目の接種の計画が示されておりますけれ

ども、それとの関係はどういうふうになるので

しょうか。４回目接種が終わった後から５回目

ということになりますと、１０月からという形

になりますけれども、これまでのワクチンの接

種と、新しいオミクロン対応のワクチンの接種

に関しての関係、今後どのように考えて実施し

ていくのか、それについて、一つお伺いしたい

のと。 

 先ほど無料の抗原検査とかＰＣＲ検査と、で

きるだけやっていくような形の答弁がありまし

たけれども、現在でも無料の抗原検査、ＰＣＲ

検査はやれるような状況はありますけれども、

かなり限定されておりまして、希望者が自由に

受けたいときに受けられるという状況になって

いないと思いますので、この辺の改善ができな
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いか、その辺についてちょっとお伺いします。 

 以上です。 

○議長（木下 敏） 健康推進課長。 

○健康推進課長（岩上 剛） それでは、お答

えしてまいります。 

 まず、１点目のＢＡ.５などのエアロゾル感染

については、感染力が非常に高いウイルスなも

のですから、これまでと、特に何を対策として

やっていけばいいのかというものは、基本的に

は、考え方は一緒なのかなと思っておりますけ

れども、感染力が高くて、非常に現在拡大して

いる状況だということは、ホームページ等でも

周知させていただいておりますし、道の医療の

迫だとか感染拡大に向けての取組、９月末ま

での対策としても積極的に周知を住民の方に

行っていきたいと考えております。 

 ワクチンのオミクロン株の計画についてでご

ざいますけれども、これについては、４回目接

種した方が５回目ということの基本的な考え方

になると思うのですけれども、１回目、２回目

打たれた方が３回目としてオミクロン株を打た

れるということも可能だということでございま

すので、まず、１回目、２回目打たれている方

がオミクロン株を打つということが前提のワク

チン接種になってございますので。 

 ただ、高齢者を優先的に接種を進めていきた

いということで、今、準備を進めておりますの

で、大体９月中ぐらいには、医療従事者の方を

優先的に、その後、高齢者の方に移行して接種

のほうをやってまいりたいと考えております。 

 また、無料ＰＣＲについては、町内では１医

療機関と二つの薬局のほうで、計３か所で実施

していただいておりますけれども、この数は、

従来から同様に行っておりまして、医療機関の

ほうも町内では１か所ということで、非常に混

雑している状況でございますけれども、この辺

も協力を仰げるのであれば、１医療機関に限ら

ず、協力していただきたいという思いはありま

すけれども、病院の運営と、規模等もございま

すので、そして、ワクチン接種も協力していた

だいているという中で、様子を見て検討してい

ければと思ってございます。これについては、

町のほうでお願いして、どうのこうのできる部

分もなかなか難しいかと思いますけれども、協

力的にやっていただける医療機関があれば助か

ると考えております。 

 以上でございます。 

  ─────────────────── 

散 会 の 議 決           

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） この際、お諮りいたしま

す。 

 本日の会議はこの程度にとどめ、散会いたし

たいと思いますが、これに御異議ございません

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（木下 敏） 御異議なしと認めます。 

 よって、本日の会議はこの程度にとどめ、散

会することに決定いたしました。 

  ─────────────────── 

散 会 宣 告           

  ─────────────────── 

○議長（木下 敏） 本日は、これをもって散

会いたします。 

 お疲れさまでした。 

午後 ３時０５分 散会 
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